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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 15,388,141 18,582,762 20,816,839 21,987,139 22,479,038

経常利益 (千円) 1,453,523 3,213,573 4,199,085 4,530,338 3,444,591

当期純利益 (千円) 898,660 1,837,488 2,499,734 2,621,165 1,771,505

純資産額 (千円) 17,257,610 18,717,338 21,155,271 22,874,131 22,247,978

総資産額 (千円) 19,852,831 22,320,273 25,627,556 26,859,782 26,081,770

１株当たり純資産額 (円) 909.90 986.45 1,089.34 587.87 592.28

１株当たり当期純利益金額 (円) 46.19 95.41 127.43 67.58 46.35

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) － 94.53 126.80 67.53 46.33

自己資本比率 (％) 86.9 83.9 82.5 84.8 84.9

自己資本利益率 (％) 5.3 10.2 12.5 11.9 7.9

株価収益率 (倍) 18.2 12.0 17.4 17.3 17.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 660,105 2,978,489 2,736,970 2,305,010 2,235,272

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 101,413 1,799,801 △4,413,704 △1,577,568 △11,439

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △371,174 △366,684 △202,157 △1,032,638 △2,123,347

現金及び現金同等物の期末
残高

(千円) 7,789,032 12,200,638 10,349,427 10,055,404 10,155,890

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
(人)

661

[215]

683

[210]

732

[224]

797

[239]

852

[275]

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第60期連結会計年度においては、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

３．平均臨時雇用者数は、嘱託、パート、派遣及びアルバイトの年間平均人員数であります。

４．当社は、平成18年４月１日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成18年３月末時点の

株価は権利落ち後の株価となっております。

　なお、第62期（平成18年３月期）の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算出のもととなる平均株価及

び株価収益率の算出のもととなる期末日における株価につきましては、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて調

整しております。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 15,297,541 18,368,295 20,545,810 21,577,100 21,823,416

経常利益 (千円) 1,281,983 2,906,776 3,713,289 4,109,019 3,148,955

当期純利益 (千円) 780,067 1,605,512 2,223,216 2,396,252 1,572,930

資本金 (千円) 2,920,173 2,920,173 3,052,490 3,054,954 3,058,034

発行済株式総数 (株) 19,212,850 19,212,850 19,643,850 39,303,700 39,323,700

純資産額 (千円) 17,123,881 18,351,633 20,512,961 21,917,654 21,072,227

総資産額 (千円) 19,543,197 21,718,247 24,468,706 25,507,334 24,303,742

１株当たり純資産額 (円) 902.84 967.15 1,056.19 565.41 563.67

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額
)

(円)
18.00

(6.00)

25.00

(11.00)

34.00

(14.00)

22.00

(11.00)

22.00

(11.00)

１株当たり当期純利益金額 (円) 39.96 83.17 113.05 61.78 41.15

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) － 82.39 112.48 61.74 41.14

自己資本比率 (％) 87.6 84.5 83.8 85.9 86.7

自己資本利益率 (％) 4.6 9.1 11.4 11.3 7.3

株価収益率 (倍) 21.0 13.8 19.6 18.9 19.6

配当性向 (％) 45.0 30.1 30.1 35.6 53.5

従業員数

[外、平均臨時雇用者数]
(人)

487

[160]

492

[149]

496

[155]

497

[156]

531

[177]

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第61期事業年度の１株当たり配当額25.00円には、一部上場記念配当2.00円、創業75周年記念配当5.00円が含まれ

ております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、第60期事業年度においては、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．平均臨時雇用者数は、嘱託、パート、派遣及びアルバイトの年間平均人員数であります。

５．当社は、平成18年４月１日付をもって１株につき２株の割合で株式分割を行っており、平成18年３月末時点の

株価は権利落ち後の株価となっております。

　なお、第62期（平成18年３月期）の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算出のもととなる平均株価及

び株価収益率の算出のもととなる期末日における株価につきましては、権利落ち後の株価に分割割合を乗じて調

整しております。

   　 ６．第63期事業年度の１株当たり配当額22.00円には、商号変更記念配当2.00円が含まれております。
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２【沿革】

　昭和５年12月に証券の印刷を専門とする会社として、前身である亜細亜商会を創業いたしました。終戦後、事業の再興、

発展を目指して昭和22年５月に亜細亜証券印刷株式会社を設立いたしました。その後の業容の拡大と発展を受け、平成

18年10月１日、株式会社プロネクサスに商号変更いたしました。当社設立以後の当社グループ(当社及び連結子会社)に係

る主要事項は次のとおりであります。

年月 事項

昭和22年５月 株券、証券の印刷を目的として亜細亜証券印刷株式会社を設立（東京都中央区）

昭和27年５月 本社工場を移転（東京都港区）

昭和32年７月 各証券取引所より上場会社の適格株券印刷会社として確認を得る

昭和43年10月 ビジネスフォーム分野に進出

昭和48年３月 関西地区における営業強化のため、大阪営業所（現、大阪支店）を設置（大阪市天王寺区）

昭和50年12月 東京都港区に工場建物を購入、株券印刷専門の新橋第１工場とする

昭和53年４月 株券印刷専門会社から、株主総会関係書類をはじめとする商法関連書類の印刷専門会社に事業を拡大

昭和60年４月 有価証券印刷、商法関連書類に加え、上場、決算、ファイナンスなど証券取引法関連開示書類を開拓、

「ディスクロージャー・ビジネス」として事業分野を拡大

昭和60年12月 本社及び本社工場を新築（東京都港区）［現在地］

昭和61年１月 ＩＰＳ（Integrated Publishing System＝電子出版システム）を導入、文字処理の充実を図る

昭和63年８月 大阪営業所を北浜に移転（現在地　大阪市中央区北浜）

平成元年12月 文字処理体制強化のため、富山市に株式会社アスプコミュニケーションズを設立（現・連結子会社）

平成３年１月 東海地区における営業強化のため、名古屋営業所を設置（名古屋市中区）

平成６年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成６年12月 九州地区における営業強化のため、福岡営業所を設置（福岡市中央区）

平成７年３月 顧客へのディスクロージャー実務関連情報サービス機関として、ディスクロージャー実務研究会を発足

平成７年10月 北海道地区における営業強化のため、札幌営業所を設置（札幌市中央区）

平成８年４月 北陸地区における営業強化のため、北陸営業所を設置（石川県金沢市）

平成８年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成９年１月 事業規模の拡大に向け富山市に工場を新築、株式会社アスプコミュニケーションズに貸与、同社本社を

移転

平成11年３月 中国地区における営業強化のため、広島営業所を設置（広島市中区）

平成11年５月 株式会社アスプコミュニケーションズ内に「ＡＳＰ情報センター」を設置

平成11年５月 お客様専用ハイセキュリティ送受信ネットワークＡＳＰＮＥＴ運用開始

平成12年４月 当社製品等の配送業務を行うため、株式会社セキュリティー・ロジスティックスの営業を開始（現・

連結子会社）

平成13年３月 株式会社アスプコミュニケーションズ内「ＡＳＰ情報センター」を、セキュリティ・能力強化拡充のた

め増築

平成13年６月 コンテンツ事業開拓のため、企業財務情報のＷｅｂ配信を行う株式会社イーオーエルを設立（現・連結

子会社）

平成14年８月 ＩＲ事業拡充のため、ＩＲツールの企画制作を行う株式会社エーツーメディアを設立（現・連結子会

社）

平成15年３月 株式会社アスプコミュニケーションズが、情報セキュリティ国際基準「ＩＳＭＳ」の認証を取得

平成15年５月 インターネット経由での開示書類作成支援システム「エディッツ・サービス」を本格導入

平成16年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄の指定を受ける

平成16年10月 株式会社アスプコミュニケーションズが、財団法人日本科学技術連盟より2004年度ＴＱＭ奨励賞を受賞

平成17年１月 大阪支店事務所を大阪証券取引所ビル内に移転（大阪市中央区北浜）

平成18年５月 新・経営理念を制定、新たに行動基準を制定

平成18年５月 当社製造部門が環境マネジメントシステムＩＳＯ14001の認証を取得

平成18年８月 Ｗｅｂ・ＩＲサービスの企画・運営会社「株式会社グロース・パートナーズ」を合弁で設立

平成18年10月 株式会社プロネクサス（英文名 PRONEXUS INC.）に商号変更

平成18年10月 証券印刷部門を簡易新設分割し、旧社名を引き継ぐ「亜細亜証券印刷株式会社」として設立（現・連結

子会社）
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年月 事項

平成18年12月 財務資料専門の翻訳会社「日本財務翻訳株式会社」を合弁で設立

平成20年２月 本社事務所を東京都港区海岸一丁目に移転

（注）１．平成20年４月に情報セキュリティの国際規格ＩＳＯ27001（ＩＳＭＳ）の認証を全社範囲で取得しており

ます。

２．平成20年５月に品質管理の国際規格ＩＳＯ9001の認証を全社範囲で再取得しております。

３．平成20年６月に執行役員制を導入、ＣＥＯ・ＣＯＯ職を新設しております。

３【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社と子会社６社及び関連会社２社で構成されています。当社グルー

プの事業は、事業会社並びに金融商品向け、ディスクロージャー・ＩＲ関連製品の制作及び付帯する業務の単一セグメ

ントですが、取扱製品を、会社法関連、金融商品取引法関連、ＩＲ等、有価証券印刷の４部門に区分しています。当社事業

の特徴は、これら製品の受託に伴い、法的チェック、セミナー、ガイドブックなどのコンサルティングサービスと、ＩＴを

活用したインフラ・システムサービスをお客様に提供し、開示内容の適正化、開示実務の効率化、迅速化を支援する点に

あります。

当社グループのうち、連結決算の対象となる子会社は、当社事業に関連するデータ加工及び情報セキュリティ管理業

務を行っている株式会社アスプコミュニケーションズ、製品の納入及び仕分け発送業務を行っている株式会社セキュリ

ティー・ロジスティックス、企業財務情報の配信業務を行っている株式会社イーオーエル、ＩＲ製品の企画制作を行っ

ている株式会社エーツーメディア及び有価証券印刷業務を行っている亜細亜証券印刷株式会社の５社であります。

製品区分 主要製品名 当該事業に携わっている会社名

会社法関連 株主総会招集通知、決議通知　等 当社

株式会社アスプコミュニケーションズ

 株式会社セキュリティー・ロジスティックス

金融商品取引法関連 有価証券報告書、半期報告書、有価証券届出書、

目論見書、上場申請のための有価証券報告書　決

算短信　等

当社

株式会社アスプコミュニケーションズ

株式会社セキュリティー・ロジスティックス

ＩＲ等 年次報告書、中間報告書、ＩＲ印刷物（アニュア

ルレポート、会社案内、株主通信等）、ＩＲコン

テンツ（ホームページ・ＩＲサイト構築及び更

新サービス等）、Ｗｅｂ・データサービス（財

務情報・法令情報検索データベース等）、一般

印刷　等

当社

株式会社アスプコミュニケーションズ

株式会社セキュリティー・ロジスティックス

株式会社イーオーエル

株式会社インターネットディスクロージャー

株式会社エーツーメディア

株式会社グロース・パートナーズ

日本財務翻訳株式会社

有価証券印刷 株券、普通社債券、転換社債券、新株引受権付社

債券、出資証券、株主優待券、ギフト券　等

当社

 亜細亜証券印刷株式会社

株式会社セキュリティー・ロジスティックス

※第64期（平成20年３月期）より製品区分を変更し、従来「会社法関連」に区分していた年次報告書、中間報告書を、関

連サービスを含めて「その他」に移動し、「その他」を「ＩＲ等」としました。年次報告書、中間報告書が、ＩＲ製品と

しての位置付け・性格が強まったことと、今後の成長分野としてＩＲ関連、Ｗｅｂ・データサービス関連を重視してい

ることから、これら製品の動向を明確化する必要があることがその理由です。
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　　以上で述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

（注）１．株式会社インターネットディスクロージャーは重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。　　　　

　　

２．株式会社グロース・パートナーズは重要性が増加したため、当連結会計年度から持分法適用の範囲に含めて

おります。

３．日本財務翻訳株式会社は重要性が乏しいため、持分法適用の範囲から除外しております。
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４【関係会社の状況】

前連結会計年度まで持分法非適用関連会社でありました株式会社グロース・パートナーズは当連結会計年度におい

て重要性が増加したことから持分法適用の範囲に含めることにしております。

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社アスプコミュニ

ケーションズ

（注）２

富山県富山市 30
会社法関連・金

融商品取引法関

連・ＩＲ等

100.0

　当社製品の文字処理及び情報

処理を行っております。

　なお、当社所有の土地及び建

物を賃借しております。

　役員の兼任があります。

株式会社セキュリティー

・ロジスティックス
東京都港区 10

会社法関連・金

融商品取引法関

連・ＩＲ等・有

価証券印刷

100.0

　当社製品の納入及び仕分け発

送業務を行っております。

　なお、当社所有の建物を賃借

しております。

   役員の兼任があります。

株式会社イーオーエル 東京都港区 90 ＩＲ等 100.0
　企業財務情報の配信業務を

行っております。

　役員の兼任があります。

株式会社エーツーメディ

ア

 （注）３

東京都港区 62 ＩＲ等 31.9
　ＩＲ製品の企画制作業務を

行っております。

　役員の兼任があります。

亜細亜証券印刷株式会社 東京都港区 50 有価証券印刷 100.0

　有価証券及び準証券の印刷業

務を行っております。

　なお、当社所有の建物を賃借

しております。

　役員の兼任があります。

（持分法適用関連会社）      

株式会社グロース・パー

トナーズ
東京都渋谷区 150 ＩＲ等 40.0

　Ｗｅｂ－ＩＲサービスの企画

運営業務を行っております。

　役員の兼任があります。

（注）１．主要な事業の内容欄には、製品区分の名称を記載しております。

２. 特定子会社に該当しております。
３．持分は100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人）

852

[275]

（注）１．臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数は製品区分別に区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

531

[177]
36.3 9.0 6,676,740

（注）１．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

２．臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な企業業績を背景に設備投資の拡大や雇用情勢の改善が進み、景気は

緩やかな拡大を続けました。しかしながら、平成19年夏以降の米国サブプライムローン問題に伴う国際的金融不安や、

原油を始めとする資源価格の高騰、急速な円高の進行等の様々な変動が、日本の経済・金融に大きな影響を及ぼしま

した。

こうした変化を受けて、当社グループ事業がその影響を受ける証券市場は一時の上昇局面から下降局面に転じ、下

半期の日経平均株価は約30％下落しました。この結果、新株発行による企業の資金調達が大きく減少するとともに、上

場審査の厳格化とも相俟って株式の新規上場（ＩＰＯ）が前年度（平成18年４月～平成19年３月）の187社から当年

度（平成19年４月～平成20年３月）は99社へほぼ半減しました。これにより、当社取扱い製品のうち目論見書や有価

証券印刷などの売上が減少しました。

これに対し当社グループは、コンサルティングやＩＴを活用した支援サービスなどに注力し、証券市場の影響を受

けない定期受注製品の拡大に従来から取り組んできました。こうした努力の結果、「有価証券報告書」や「株主総会

招集通知」などの法定開示書類、また株主向け年次報告書やＩＲサイト構築・更新サービスなどのＩＲ関連製品も引

き続き売上が増加しました。さらに、投資信託関連分野では、市場拡大に加えて法制度関連のスポット需要が発生し売

上を押し上げました。これらの増収要因が、証券市場関連の減収要因を上回った結果、当連結会計年度の売上は、22,479

百万円（前連結会計年度比2.2％増）と、過去最高を記録しました。

収益面では、営業利益が3,520百万円と前連結会計年度に比べ19.1％の減益となりました。四半期開示制度や新コン

ピュータ言語ＸＢＲＬなど、平成20年度からの新たな開示制度に対応するシステムの開発及び運営体制の整備に伴う

先行投資費用が主な要因です。また、証券市場の低迷を受け投資事業組合の投資利益がマイナスに転じたことによる

営業外費用の発生、情報セキュリティ体制強化のための本社オフィス移転に伴う特別損失の発生等により、経常利益

は前連結会計年度比24.0％減の3,444百万円、当期純利益は同32.4％減の1,771百万円となりました。

製品別の状況は、次のとおりであります。

＜会社法関連製品＞

株主総会招集通知の顧客数の増加により、会社法関連の売上は前連結会計年度比4.6％増の4,702百万円となりま

した。

＜金融商品取引法関連製品＞

投資信託関連製品の売上が大きく増加しました。上半期の受注増に加え、下半期は金融商品取引法施行に伴う販

売用資料の改訂需要（スポット）により、ＲＥＩＴの受注減をカバーして売上が大きく増加しました。また、有価証

券報告書や決算短信などの顧客数が順調に増加し、決算関係書類も売上が増加しました。これらの増加は、証券市場

の低迷に伴うＩＰＯ、エクイティ・ファイナンス関連製品の減収をカバーし、金融商品取引法関連の売上は前連結

会計年度比2.6％増の11,990百万円となりました。

＜ＩＲ等製品＞

株主向け年次・中間報告書のカラー化や企画内容の充実が進展したこと、ＩＲサイト構築・更新サービスなどの

Ｗｅｂ関連製品の受注増、新たに開始した有料セミナーなどのソフト・情報サービスの増加等により、ＩＲ等の売

上は前連結会計年度比14.1％増の5,162百万円となりました。

＜有価証券印刷製品＞

証券市場の低迷に伴い、ＩＰＯやエクイティ・ファイナンス等に伴う上場適格株券の需要が大きく減少しまし

た。また、平成21年１月に予定される株券電子化を前に、商号変更、単元変更、分割等に伴う受注も減少し、有価証券

印刷の売上は前連結会計年度比51.1％減の622百万円となりました。
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なお、当連結会計年度より、当社の重点課題であり成長分野であるＩＲサービス及びＷｅｂサービスの動向を明確

にするため、これまで「会社法関連」に含めていた株主向けＩＲ資料の年次報告書・中間報告書関連の売上を従来区

分の「その他」と合算し、「ＩＲ等」として集計表示しております。前年同期比較にあたっては、前連結会計年度分を

変更後の区分に組み替えて記載しております。

区分

前連結会計年度

（自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日）

増減

(△印減)

金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

構成比

（％）

金額

（千円）

増減率

（％）

会社法関連 4,496,777 20.4 4,702,717 20.9 205,939 4.6

金融商品取引法関連 11,691,022 53.2 11,990,825 53.3 299,802 2.6

ＩＲ等 4,524,775 20.6 5,162,686 23.0 637,911 14.1

有価証券印刷 1,274,564 5.8 622,809 2.8 △651,754 △51.1

合計 21,987,139 100.0 22,479,038 100.0 491,899 2.2

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ100百万円増加

（前年同期比1.0％増）し、当連結会計年度末には10,155百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,235百万円（前年同期は2,305百万円の獲得）となりました。

収入の主な内訳は、税金等調整前当期純利益3,204百万円、減価償却費362百万円、引当金の増加額157百万円、売上

債権の減少額321百万円等であり、支出の主な内訳は、仕入債務の減少額19百万円、法人税等の支払額1,923百万円等

であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は11百万円（前年同期は1,577百万円の使用）となりました。

収入の主な内訳は、有価証券の売却による収入1,661百万円等であり、支出の主な内訳は、有価証券の取得による支

出150百万円、有形固定資産の取得による支出477百万円、投資事業組合への支出560百万円、敷金及び保証金の差入

れによる支出499百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果使用した資金は2,123百万円（前年同期は1,032百万円の使用）となりました。

収入の主な内訳は、短期借入れによる収入680百万円等であり、支出の主な内訳は、短期借入金の返済による支出

660百万円、自己株式の取得による支出1,302百万円、配当金の支払額847百万円であります。

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

 9/94



２【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社５社）において、開示対象となる事業の種類別セグメントはありませんので製品

区分別に記載しております。

なお、当連結会計年度より、当社の重点課題であり成長分野であるＩＲサービス及びＷｅｂサービスの動向を明確に

するため、これまで「会社法関連」に含めていた株主向けＩＲ資料の年次報告書・中間報告書関連の売上を従来区分の

「その他」と合算し、「ＩＲ等」としております。前年同期比較にあたっては、前連結会計年度分を変更後の区分に組み

替えて記載しております。

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

会社法関連 (千円) 4,702,717 104.6

金融商品取引法関連 (千円) 11,990,825 102.6

ＩＲ等 (千円) 5,162,686 114.1

有価証券印刷 (千円) 622,809 48.9

合計 (千円) 22,479,038 102.2

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注状況

当連結会計年度の受注状況を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

会社法関連 4,756,251 108.8 343,623 118.5

金融商品取引法関連 11,812,852 100.1 850,482 82.7

ＩＲ等 5,145,719 112.0 230,688 93.1

有価証券印刷 568,394 48.2 83,610 60.6

合計 22,283,218 101.5 1,508,405 88.5

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

製品区分別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

会社法関連 (千円) 4,702,717 104.6

金融商品取引法関連 (千円) 11,990,825 102.6

ＩＲ等 (千円) 5,162,686 114.1

有価証券印刷 (千円) 622,809 48.9

合計 (千円) 22,479,038 102.2

（注）１．主要な販売顧客については、該当するものはありません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 中長期的な会社の経営戦略

①　コンプライアンスと情報セキュリティの追求

　当社事業の特性上、コンプライアンスの徹底ならびに情報セキュリティ体制の確立と維持・強化が、最も重要な前

提条件であります。このため当社は、経営理念・行動基準・コンプライアンス規程に基づく各種のルールの徹底と

教育というソフト面の対策、そして、機密データを安全に処理、保管するためのインフラ・システムの構築という

ハード面の対策、さらに、インサイダー情報を厳重に管理するための要員限定、スペース隔離、アクセス制限、トレー

サビリティ確保等の諸施策を、全社を挙げて推進しています。平成20年４月には、情報セキュリティ・マネジメント

・システムの国際規格ＩＳＯ27001の認証を全社に範囲を拡大して取得しました。

②　コンサルティングサービスの充実

  会社法、金融商品取引法の施行により、コーポレートガバナンス、内部統制システムの構築、四半期法定開示等、上

場企業のディスクロージャー業務はより高い水準が求められています。さらに、資本市場のグローバル化、個人投資

家層の拡大、ＩＴの進展が資本市場の側からのディスクロージャー・ＩＲニーズを加速させています。上場企業の

情報開示がこうした変化に的確かつ適正に対応できるよう、当社はコンサルティング体制のさらなる強化、充実に

取り組んでまいります。

③　デジタルサービスの充実

  当社は、インターネット経由による開示書類作成システム「エディッツ」や「プロネクサス・ワークス」、ＩＲ

サイトの構築・更新サービスなど、電子開示時代に対応する各種のデジタルサービスを提供してまいりました。平

成20年度は、財務報告専用の新しいコンピュータ言語ＸＢＲＬの導入を始めとするさらなる電子化の進展に対応

し、当社の経営基盤として、顧客実務を支援するインフラの構築とサービス体制の強化を一層推進します。

④　新規サービスへの取り組み強化

　平成21年の上場株券廃止による業績影響をカバーし、さらなる成長体制を構築するため、当社ではＩＲ・Ｗｅｂ関

連サービスの開拓に重点的に取り組んでおり、財務データのＷｅｂ検索サービスやＩＲサイトの構築・更新サービ

スなどが順調に成長してきました。このほかにもセミナー・会員事業や金融商品関連分野の新規サービスにも取り

組んでおり、今後とも新規分野の拡大を加速させていきます。

⑤　定期顧客の拡大と品質向上・コスト削減の推進

　株主総会招集通知や有価証券報告書等の定期受注製品の顧客数を増やし、その売上ウェイトを高めることが当社

にとって重要です。当連結会計年度はこうした定期受注製品の売上が大きく増加し、その比率が約65％となりまし

た。また、当社はトヨタの生産方式を源流とするＮＰＳ（ニュー・プロダクション・システム）活動を推進し、グ

ループを挙げて品質と生産性の向上、コスト削減に取り組んでおります。こうした活動の着実な取り組みによって、

経営基盤の強化と収益性の向上に努力を続けてまいります。

(2) 当社グループの対処すべき課題

当社グループの事業を取り巻く環境はこの10年間で大きく変わりました。また今後の10年間も大きな変化が予想さ

れます。しかしどのように変化が激しくとも、企業のディスクロージャー・ＩＲ実務を支援する専門会社としての社

会的使命にはいささかの変化もありません。このため当社グループの課題は、常に追求し続ける課題と、環境の変化に

合わせて追求する課題の両面があります。それらを総合して以下の６項目を重点課題としています。

　１．コンプライアンス、情報セキュリティの追求。

　２．コンサルティング体制の強化、充実。

　３．ＩＴの活用による顧客支援インフラの構築と充実。

　４．生産・情報・品質管理システムの整備、拡充。

　５．生産性の向上、コスト削減。

　６．ＩＲ支援サービス、Ｗｅｂサービス、金融商品関連サービス等の新規分野の拡大。
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(3) 株式会社の支配に関する基本方針について

当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に

関する基本方針（会社法施行規則第127条柱書に定義されるものをいい、以下、「基本方針」といいます。）ならびに

基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

り組み（会社法施行規則第127条第２号ロ）の一つとして、下記のとおり、当社株券等の大規模買付行為に関する対応

策（以下、「本プラン」といいます。）を導入することに関して決議をおこないました。

本プランは、当社取締役会の決議により導入するものですが、株主総会の決議や株主総会で選任された取締役で構

成される取締役会の決議で廃止することができるなど、株主の総体的意思によってこれを廃止できる手段が設けられ

ており、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のため

の買収防衛策に関する指針」の定める買収防衛策の３原則（「企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則」

「事前開示・株主意思の原則」「必要性・相当性確保の原則」）を充足しております。さらに、株主の皆様のご意思

をより反映させるという観点から、平成20年６月24日開催の当社定時株主総会において、議案としてお諮りし、本プラ

ンの導入について承認を得ております。

なお、本プランを決定した取締役会には、社外監査役３名を含む当社監査役４名全員が出席し、本プランは当社株券

等の大規模買付行為に関する対応策として相当であると判断される旨の意見を表明しております。

・当社の財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者

による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資

するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応じる

かどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきと考えております。

ただし、株式の大規模買付提案のなかには、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができ

ない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ

ループの価値を十分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をなされるために必要

な情報が十分に提供されないものもあり得ます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、必

要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などをおこなう必要があると考えております。

・基本方針の実現に資する取り組みについて

当社は、昭和５年に株券印刷の専門会社として創業以来、株主総会関連書類、決算関連書類、新規上場やエクイ

ティファイナンス関連書類、投資信託・ＲＥＩＴ関連書類、そしてＩＲツール・コンテンツへと、ディスクロー

ジャー分野全般に事業分野を広げてまいりました。また、近年は法制度の改正や情報開示の電子化が相次ぐなかで、

お客様への支援サービスの充実に取り組んでまいりました。こうした諸活動の結果、主要製品についてはリピート

率98％（注１）、市場シェア50％以上（注２）など、お客様から高い評価を得てきております。

（注）１．当社の主力製品である有価証券報告書、株主総会招集通知の平成18年度受注顧客から平成19年度も継続して受注した比率

　　　２．全上場会社中の当社主要製品受注顧客数比率(平成20年３月現在）有価証券報告書54％、株主総会招集通知51％

このような当社および当社グループの企業価値の主な源泉は、①法制度に適合した正しい情報開示を支援するコ

ンサルティングサービス、②お客様の情報開示実務を効率化・高精度化するＩＴ活用支援サービス、③短納期でミ

スのない高品質の製品作りを集中的におこなえる生産体制にあると考えております。

まず、①のコンサルティングについては、会社法、金融商品取引法、株式上場、電子開示などの領域で、豊富な開示

実務経験とノウハウを持つ約80名のエキスパートを擁しており、最新の法制度情報に基づく実務セミナーを多数開

催し、実務に直結する数多くの手引書や事例集の作成・提供、お客様の原稿に対する法的なチェックとアドバイス

など、充実した情報・コンテンツサービスを提供しております。

つぎに、②のＩＴ活用支援面では、急速に進化するコンピュータ・インターネット関連のＩＴをディスクロー

ジャー分野に応用し、開示書類の作成業務を効率化・高精度化する「エディッツ」システム、システムを安全確実

に運用するための情報セキュリティインフラ、またＩＴを利用したＷｅｂ－ＩＲサイト構築更新サービスなど、独

自のデジタルサービスを開発、整備、提供しております。

また、③の生産体制については、トヨタ生産方式を源流とするＮＰＳ研究会の活動を昭和58年以来継続し、ＤＴＰ

編集、製版、印刷、製本、物流に至る各工程の品質管理力と生産性の向上を追求し、お客様のニーズに応えてまいりま

した。

これら当社企業力の源泉となる経営基盤の整備・強化に向けての取り組みは、昭和62年の中長期経営計画の策定

に遡ります。以来、経営陣のリーダーシップのもと、事業環境の変化をいち早くつかみ、経営計画に適切に反映させ
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る活動を繰り返し継続してまいりました。その蓄積がブランド価値としてお客様に浸透するとともに、良好な業績

の継続と現在の企業価値につながっていると自負いたしております。

また、取り扱う情報の多くが機密性の高い情報であること、製品の多くが投資家向けのディスクロージャー・Ｉ

Ｒ関連製品であることから、当社の事業は高い社会性を有しております。つまり、経営理念にも社会的使命として掲

げておりますとおり、当社は、事業活動を通して資本市場の健全な成長に貢献する社会的インフラともいうべき役

割を担っております。こうした役割を最大限に発揮できる事業運営体制を整備、充実させていくことが、事業会社と

してのみならず、社会的にも求められており、そのための継続的な努力が結果として企業価値および株主共同利益

の最大化につながるものと考えております。

当社事業を取り巻く昨今の環境変化のなかで最も大きいものは、平成20年度の四半期開示、ＸＢＲＬ（財務報告

専用のコンピュータ言語）の導入です。この変革は、お客様に新たな付加価値サービスを提供するとともに、当社事

業の成長につながるビジネスチャンスと捉えております。また、インターネットを中心としたＩＴの進展は、新たな

サービスの提供可能性を大きく拡げております。

こうした変化に対応するため当社は、「第４の創業への挑戦」をテーマとして平成19年４月に策定した、平成20

年３月期からの３事業年度に関する中期経営計画を本年４月に見直し、平成23年３月期までの経営目標および、Ｘ

ＢＲＬ・四半期開示への対応、新たなＷｅｂ－ＩＲサービスの開発、市場ニーズに対応したビジネスモデルの構築

などの重点課題を設定し、推進しております。現在までに、ＸＢＲＬ・四半期開示への対応、新たな開示実務支援シ

ステム「ＰＲＯＮＥＸＵＳ　ＷＯＲＫＳ」の開発、顧客ニーズと当社の専門性を活かした有料セミナー事業の開始、

ＩＲメニューの拡張等の成果を上げつつあります。

また当社は、機密情報を取り扱う事業特性から、従来より情報セキュリティとコンプライアンスの徹底に取り組

んでまいりましたが、平成18年10月の商号変更に併せて制定した新経営理念と社会環境行動基準に基づき、さらな

る体制強化を図りました。特に平成19年度には、法務・コンプライアンス室を設置するとともに、インサイダー情報

管理委員会の主導のもと、機密情報取扱者の限定、機密書類作業場所の隔離、アクセス権限管理の強化、トレーサビ

リティの厳格化、教育内容の見直しと研修会の拡充、これらの活動の取り組み状況を人事評価へ反映、株取引に対す

る規制の厳格化など機密情報管理体制の充実強化に取り組んでおります。これらの活動の一環として、情報セキュ

リティマネジメントシステムの国際規格であるＩＳＯ27001の認証を、認証範囲を全社に拡大して平成20年４月に

取得いたしました。さらに、人権と“人財”の尊重の観点から、社員一人ひとりの能力向上と適正な評価を実現する

ための新たな人事制度を平成20年度から導入するため準備を進めております。これらの取り組みも中期経営計画の

ガバナンス・マネジメントに係る全社課題として位置づけるとともに、ＣＳＲ経営の観点に立って社会からの信頼

を高めるための重点施策として、今後とも継続してまいります。

これらの中期経営計画を着実に実行することで、当社の持つ経営資源を有効に活用するとともに、様々なステー

クホルダーとの良好な関係を維持・発展させ、当社および当社グループの企業価値ひいては株主共同利益の向上に

資することができると考えております。

・会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止するための取り組み

本プランの詳細につきましては、下記アドレスから平成20年４月30日付開示資料をご参照ください。

　（当社ホームページ） http://www.pronexus.co.jp/home/ir/pressrelease.html
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク及び変動要因と、その他重要と考えられる

事項は以下のとおりであります。

当社グループでは、これらリスクの発生を十分に認識した上で、発生を極力回避し、また発生した場合に的確な対応を

行うための努力を継続してまいります。

(1) 機密情報の管理について

当社グループは顧客企業の開示前機密データを取り扱うため、「機密保持」は最重要課題です。当社グループでは、

情報セキュリティマネジメントの国際規格ＩＳＯ27001の全社認証を取得し、グループ内の情報管理体制をシステム

・運用の両面で整備、強化するとともに、インサイダー情報の全社的管理体制の構築、運用、教育の推進、監査活動等を

行っていますが、万一情報漏洩や情報流出が発生した場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2) 関連する法律・制度の変化による受注への影響

当社グループは、企業のディスクロージャーに関わる法定書類の作成を支援するための諸サービスとデータ作成、

印刷を主業務としておりますが、それらの開示書類の多くは会社法と金融商品取引法に規定されています。従って法

律や関連する諸制度の改正によって、提供する製品とサービスの需要・仕様・内容が変化することがあります。その

結果として法定書類のページ数増や新サービスの導入などのプラスの影響もありますが、その逆にページ数の減少や

特定製品の受注ボリューム減少等、当社グループの売上にマイナス影響を与えるケースもあります。

(3) 証券市場の変動による受注への影響

当社グループが受注する製品・サービスのうち、株式の新規上場（ＩＰＯ）やエクイティ・ファイナンス、投資信

託に付随する目論見書や有価証券印刷などの売上は、証券市場の好不況によって受注量が変動します。当社グループ

はこうしたリスクを軽減するため、株主総会招集通知、有価証券報告書、四半期報告書などの継続開示書類や、ＩＲ関

連製品・サービスなどの受注拡大に取り組んでおり、影響幅は徐々に縮小してきましたが、証券市場の変動は業績に

影響を与える可能性があります。

(4) 事業の季節変動

当社グループ売上の約70％を占める事業会社向け製品・サービスの顧客のうち、約75％が３月決算会社であるた

め、決算及び株主総会関連製品の受注が集中する第１四半期の売上が、下表のとおり最も多くなっています。第３四半

期がそれに続きます。なお、平成20年度からは四半期報告制度が導入されるため、第２・第４四半期の売上構成比が若

干高まるものと思われます。

　 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

平成20年３月期(百万円) 9,291 3,689 5,877 3,620 22,479

構成比(％) 41.3 16.4 26.2 16.1 100.0

５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は183百万円であり、情報加工技術の強化を図っておりま

す。当連結会計年度は特に、平成20年４月以降、決算開示資料の作成に財務報告専用のコンピュータ言語ＸＢＲＬを導入

することが予定されているため、当該サービスを顧客に提供するためのシステム開発に着手したため、前連結会計年度

よりも増加しています。

なお、研究開発活動は製品区分別に区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

当連結会計年度の経営成績の分析

(1) 概要

当連結会計年度において当社グループは、証券市況の低迷等の影響を受けてＩＰＯ、エクイティ・ファイナンス、Ｒ

ＥＩＴ関連製品並びに有価証券印刷の売上が大きく減少しましたが、一方、有価証券報告書、株主総会招集通知、ＩＲ

関連サービスなど証券市況の影響を受けない製品の拡販が順調に進みました。さらに当連結会計年度は、金融商品取

引法の施行に伴う投資信託関連の特需が発生し、売上を押し上げました。この結果、当連結会計年度の売上は、22,479百

万円（前連結会計年度比2.2％増）と、過去最高を記録しました。

　利益面では、製品別売上構成の変化等による原価率の上昇、平成20年度からの新たな開示制度に対応するシステムの

開発や運営体制の整備に関する先行費用の発生等により、営業利益は3,520百万円と前連結会計年度に比べ19.1％の減

益となりました。また、投資事業組合投資損失等の営業外費用の増加、情報セキュリティ体制強化のための本社オフィ

ス移転に伴う特別損失の発生等により、経常利益は前連結会計年度比24.0％減の3,444百万円、当期純利益は同32.4％減

の1,771百万円となりました。

(2) 製品区分別の売上高概況

会社法関連製品は、株主総会招集通知の顧客数の増加により、前連結会計年度比4.6％増の4,702百万円となりまし

た。

　金融商品取引法関連製品については、投資信託関連製品が下半期の金融商品取引法施行に伴う販売用資料の改訂需

要（スポット）を主因として大きく増加しました。また、有価証券報告書や決算短信などの顧客数が増加し、決算関係

書類も売上が増加しました。これらの増加は、証券市場の低迷に伴うＩＰＯ、エクイティ・ファイナンス、ＲＥＩＴ関

連製品の減収をカバーし、金融商品取引法関連の売上は前連結会計年度比2.6％増の11,990百万円となりました。

　ＩＲ等製品は、株主向け年次・中間報告書、ＩＲサイト構築・更新サービスなどのＷｅｂ関連製品、有料セミナーな

ど情報サービス等の増加により前連結会計年度比14.1％増の5,162百万円となりました。

　有価証券印刷製品については、証券市場の低迷を受けてＩＰＯ・ファイナンスに伴う上場適格株券の需要が大きく

減少しました。また、平成21年１月に予定される株券電子化を前に、商号変更、単元変更、分割等に伴う受注も減少し、

有価証券印刷の売上は前連結会計年度比51.1％減の622百万円となりました。

(3) 営業利益

製品別売上構成の変化、労務費・減価償却費の増加等により売上原価率が3.0ポイント上昇しました。また、平成20年

度からの新たな開示制度に対応するシステムの開発や運営体制の整備に関する先行費用の発生等により販管費率が

1.1ポイント上昇しました。この結果、営業利益は3,520百万円と前連結会計年度に比べ19.1％の減益となりました。

(4) 経常利益

証券市況、とくに新興市場の低迷を受けて前期の投資事業組合投資利益が損失に転じたことや持分法投資損失の発

生により営業外費用が増加し、営業外収益と合わせた損益では前期の181百万円から△75百万円となりました。この結

果、経常利益は前連結会計年度比24.0％減の3,444百万円となりました。

(5) 税金等調整前当期純利益

情報セキュリティ体制強化のための本社オフィス移転に伴う特別損失の発生等により、税金等調整前当期純利益は

前連結会計年度比29.2％減の3,204百万円となりました。

(6) 当期純利益

当連結会計年度の「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」を合わせた税金費用は1,426百万円と前年同

期比457百万円減少しましたが、税金等調整前当期純利益の減少により当期純利益は前連結会計年度比32.4％減の

1,771百万円となりました。
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当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ778百万円減少し、26,081百万円となりました。

流動資産は204百万円増加し、14,817百万円となりました。主な要因は、現金及び預金の増加92百万円であります。有

形固定資産は96百万円増加し、4,089百万円となりました。主な要因は、建物及び構築物の増加98百万円であります。無

形固定資産は308百万円増加し、458百万円となりました。主な要因は、ソフトウェアの増加であります。投資その他の

資産は1,387百万円減少し、6,715百万円となりました。主な要因は投資有価証券の減少1,999百万円であります。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ151百万円減少し、3,833百万円となりました。

流動負債は445百万円減少し、2,764百万円となりました。主な要因は未払法人税等の減少424百万円であります。固定

負債はほぼ前連結会計年度末並みの1,069百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産の部は、前連結会計年度末に比べ626百万円減少し、22,247百万円となりました。主な要因

は、当期純利益1,771百万円の計上による増加、配当金の支払い848百万円、自己株式の取得1,302百万円等による減少で

あります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度における設備投資総額は436百万円であります。

なお、設備の状況は製品区分別に区分できないため、製品区分別の記載を省略しております。また、当連結会計年度中

において、重要な影響を及ぼす設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社 （平成20年３月31日現在）

事業所名(所在地) 設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物及び

構築物
(千円)

機械装置及び
運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

本社・工場他（東京都港区他）

製版設備

印刷設備

製本設備

262,479 78,253
1,281,283
(1,926.55)

244,874 1,866,891
455
[132]

戸田工場（埼玉県戸田市）

製版設備

印刷設備

製本設備

10,606 323,651
－

－
300 334,557

5
－

大阪支店（大阪市中央区） 販売設備 7,610 －
－

－
7,403 15,014

47
[41]

名古屋営業所他４営業所

（名古屋市中区他）
販売設備 7,256 －

－

－
7,056 14,313

24
[4]

㈱アスプコミュニケーションズ内

（富山県富山市）

文字処理加

工用設備
433,221 －

599,308
(21,116.16)

9,334 1,041,863
－

－

㈱セキュリティー・ロジスティックス内

（東京都港区）

仕分発送用

設備
3,063 －

487,243
(372.67)

13 490,320
－

－

㈱エーツーメディア内（東京都港区） 事務用機器 － －
－

－
136 136

－

－

亜細亜証券印刷㈱内（東京都港区）
製版設備

 印刷設備
7,813 28,781

102,650
(196.69)

1,221 140,465
－

－

(2) 国内子会社 （平成20年３月31日現在）

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物及び

構築物
（千円）

機械装置及び
運搬具
（千円）

土地
（千円）
(面積㎡)

その他
（千円）

合計
（千円）

㈱アスプコミュニケー

ションズ

本社

(富山県富山市)
文字処理加

工用設備
－ －

－

－
17,226 17,226

227
[76]

㈱セキュリティー・ロジ

スティックス

本社

(東京都港区)
事務用機器 580 142

－

－
217 940

8
[2]

㈱イーオーエル
本社

(東京都港区)
電子情報配

信用機器
2,930 －

－

－
20,701 23,632

16
[7]

㈱エーツーメディア
本社

(東京都港区)
事務用機器 11,919 －

－

－
7,636 19,556

48
[6]

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であります。

　なお、金額には消費税等を含めておりません。
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２．提出会社の㈱アスプコミュニケーションズ内は、㈱アスプコミュニケーションズ（連結子会社）に貸与中の

ものであります。

　提出会社の㈱セキュリティー・ロジスティックス内は、㈱セキュリティー・ロジスティックス（連結子会

社）に貸与中のものであります。

 　　　　　 提出会社の㈱エーツーメディア内は、㈱エーツーメディア（連結子会社）に貸与中のものであります。

 　　　　　 提出会社の亜細亜証券印刷㈱内は、亜細亜証券印刷㈱（連結子会社）に貸与中のものであります。

３．従業員数のうち［　］は、平均臨時従業員数を外書しております。

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

(1）提出会社 （平成20年３月31日現在）

事業所名（所在地） 設備の内容
従業員数
（人）

土地面積
年間リース
料（千円）

本社・工場他（東京都港区他） 印刷設備他
455

[132]
－ 40,258

(2）国内子会社 （平成20年３月31日現在）

会社名 事業所名（所在地） 設備の内容
従業員数
（人）

土地面積
年間リース
料（千円）

㈱アスプコミュニケーションズ 本社（富山県富山市） 事務用機器
227

[76]
－ 3,245

㈱イーオーエル 本社（東京都港区） 事務用機器
16

[7]
－ 888

（注）従業員数のうち［　］は、平均臨時従業員数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2) 重要な設備の改修

該当事項はありません。

(3) 重要な設備の除却及び売却

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 139,500,000

計 139,500,000

②　【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

(平成20年３月31日)

提出日現在発行数
（株）

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名　

内容

普通株式 39,323,700 39,323,700 東京証券取引所
（市場第一部） ―

計 39,323,700 39,323,700 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

19/94



(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成15年６月27日定時株主総会決議

　
事業年度末現在

（平成20年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数　　　　　　　　　　　　　　（個） ７ 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数　　　　（個）   －   －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　　　　　　（株） 14,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　　　（円）                   307 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年７月１日

至　平成20年６月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額　　　　　　　　　　（円）

発行価格　　　　　307

資本組入額　　　　154
同左

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受
けた者は、新株予約権の
行使時においても当社又
は当社子会社の取締役、
監査役及び従業員である
ことを要する。ただし、対
象者が、当社又は当社子
会社の取締役、監査役を
任期満了により退任した
場合、当社又は当社子会
社の従業員を定年により
退職した場合は、この限
りではない。
②　新株予約権の質入その
他一切の処分は認めない
ものとする。
③　対象者の相続人による
新株予約権の行使は認め
ないものとする。
④　この他の権利行使の条
件は、当社と権利者との
間で締結した新株予約権
付与契約に定めるところ
による。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権の譲渡につい
ては、取締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

（注）平成18年３月６日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を２株とする株式分割を行っておりま

す。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行

使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

　平成17年４月１日～
　平成18年３月31日

（注）１
431,000 19,643,850 132,317 3,052,490 131,886 4,677,476

　平成18年４月１日　　
（注）２

19,643,850 39,287,700 － 3,052,490 － 4,677,476

　平成18年４月１日～
　平成19年３月31日

（注）１
16,000 39,303,700 2,464 3,054,954 2,448 4,679,924

　平成19年４月１日～
　　成20年３月31日

（注）１
20,000 39,323,700 3,080 3,058,034 3,060 4,682,984

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成18年４月１日付をもって１株を２株に株式分割しております。

(5) 【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品
取引業者

その他
の法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数　　　 （人） － 28 28 57 75 － 4,918 5,106 －

所有株式数　（単元） － 47,463 1,230 19,755 92,840 － 231,833 393,121 11,600

所有株式数の割合

　　　　　　 （％）
－ 12.07 0.31 5.03 23.62 － 58.97 100.00 －

（注）１．自己株式1,939,644株は、「個人その他」に19,396単元及び「単元未満株式の状況」に44株を含めて記載してお

ります。

２．「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ113単元及

び64株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

上野　守生 東京都港区 9,084 23.10

　 　   

ステートストリートバンクア
ンドトラストカンパニー

P.O.BOX 351 BOSTON, MA 02101, U.S.A. 1,954 4.97

（常任代理人　株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室）

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）   

　 　   

モルガンスタンレーアンドカ
ンパニーインク

1585 BROADWAY NEW YORK, NY 10036, U.S.
A.

1,482 3.77

（常任代理人　モルガン・ス
タンレー証券株式会社）

（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号恵比寿
ガーデンプレイスタワー）

  

　 　   

タイヨーパールファンドエル
ピー

40 RAGSDALE DRIVE，SUITE 200，
MONTEREY，
CA 93940，U.S.A.

1,447 3.68

（常任代理人　シティバンク
銀行株式会社）

（東京都品川区東品川二丁目３番14号　）   

　 　   

上野　誠子 東京都港区 1,410 3.59

　 　   

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,148 2.92

　 　   

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,122 2.85

　 　   

ジェーピーエムシービーオム
ニバスユーエスペンショント
リーティージャスデック
380052

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017,
U.S.A.

889 2.26

（常任代理人　株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室）

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）   

　 　   

プロネクサス社員持株会 東京都港区虎ノ門一丁目25番７号 832 2.12

　 　   

株式会社みずほコ―ポレ―ト
銀行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 800 2.03

（常任代理人　資産管理サー
ビス信託銀行株式会社）

（東京都中央区晴海一丁目８番12号）
  

計 ― 20,171 51.30

（注）１．上記のほか、自己株式が1,939千株あります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　1,148千株

　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　　　　　　1,122千株
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　 ３　．ゴールドマン・サックス証券株式会社ほか２社から、平成19年11月６日付で共同保有による大量保有報告書

の変更報告書の写しにより平成19年10月31日現在で以下のとおり、1,166千株を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称
保有株券等の数
　（千株）

株券等保有割合
　（％）

ゴールドマン・サックス証券株式会社 0 0.00

Ｇｏｌｄｍａｎ　Ｓａｃｈｓ　＆　Ｃｏ． 0 0.00

ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社 1,164 2.96

計 1,166 2.96

　 ４　．クリフォードチャンス法律事務所を代理人とするキャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパ

ニーほか３社から、平成19年12月７日付で共同保有による大量保有報告書の変更報告書の写しにより平成19年

11月30日現在で以下のとおり、3,394千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称
保有株券等の数
　（千株）

株券等保有割合
　（％）

キャピタル・リサーチ・アンド・マネージメント・カンパニー 1,945 4.95

キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー 1,393 3.54

キャピタル・インターナショナル・インク 55 0.14

キャピタル・インターナショナル・エス・エイ 0 0.00

計 3,394 8.63

(7) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,939,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,372,500 373,612 －

単元未満株式 普通株式 11,600 － １単元（100株）未満の
株式

発行済株式総数  39,323,700 － －

総株主の議決権 － 373,612 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,300株含まれておりますが、当

該株式に係る議決権113個については、議決権の数の欄からは除いております。
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②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
（％）

 株式会社プロネクサス
東京都港区虎ノ門一

丁目25番７号
1,939,600 － 1,939,600 4.93

計 － 1,939,600 － 1,939,600 4.93

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　当該制度は、旧商法に基づき、平成15年６月27日第59回定時株主総会終結時に在任する当社並びに当社子会社の取締

役、監査役及び同日に在籍する従業員に対してストックオプションとして新株予約権を無償で付与することを、平成

15年６月27日開催の定時株主総会において特別決議されたものであります。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

決議年月日 平成15年６月27日

付与対象者の区分及び人数　　　　　　　 （名） 当社並びに当社子会社の取締役、監査役及び従業員

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数　　　　　　　　　　　　　　　 （株） 同上（注）１

新株予約権の行使時の払込金額　　　　　 （円） 同上（注）２

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項
－

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について

のみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

　また、当社が他社と吸収合併若しくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合、または当社が新設分割若

しくは吸収分割を行う場合、当社は目的たる株式数の調整を行うものとする。

２．当社が株式分割及び時価を下回る価額で株式を発行する場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権の

行使に伴う株式の発行を除く）、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り

上げるものとする。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額× 分割・新規発行前の株価

    既発行株式数 ＋ 分割・新規発行による増加株式数
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する

 　　　　　　　　　　 普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成19年８月10日）での決議状況

（取得期間　平成19年８月13日～平成20年３月18日）
1,400,000 2,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 1,400,000 1,301,948,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 698,051,500

当事業年度の末日現在の未行使割合　　　 （％） － 34.9

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合　　　　　　　　 （％） － 34.9

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成20年４月30日）での決議状況

（取得期間　平成20年５月14日～平成20年11月28日）
1,000,000 1,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 － －

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合　　　 （％） － －

当期間における取得自己株式 223,800 172,959,300

提出日現在の未行使割合　　　　　　　　 （％） 77.6 82.7

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式は

含まれておりません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 413 397,924

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ
た取得自己株式

－ － － －

そ　の　他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,939,644 － 2,163,444 －

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの自己株式の取得

及び単元未満株式の買取りによる株式は含まれておりません。　

３【配当政策】

当社は、株主への利益還元を経営の重要課題と認識し、安定配当をベースに業績及び経営環境等を総合的に加味した

配当の継続を基本方針とし、原則30％以上の連結配当性向を基準としております。

当事業年度の配当金につきましては、中間配当11円及び期末配当11円とし、年間で22円といたしました。（連結配当性

向47.5％）。

配当支払い回数につきましては、中間期末日、期末日を基準日とした年２回を継続する方針であります。なお、これら

剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。なお、当社定款に

て「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当をおこなうことができる。」旨を定めております。

また、内部留保資金につきましては、設備投資等の資金需要に備える所存であります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年10月25日

　取締役会決議
421 11

平成20年６月24日

　定時株主総会決議
411 11

４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高（円） 860 1,215
2,310

□1,133
1,280 1,211

最低（円） 445 840
1,100

□1,086
929 745

（注）１．最高・最低株価は、平成16年９月１日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は同証

券取引所市場第二部におけるものであります。

２．□は、株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 944 978 1,050 1,006 993 920

最低（円） 745 780 880 775 837 772

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

代表取締役

社長

ＣＥＯ（最高

経営責任者）
上野　守生 昭和14年11月５日生

昭和41年１月 当社常務取締役

昭和51年１月 当社代表取締役社長

平成12年５月 株式会社アスプコミュニケーショ

ンズ代表取締役社長（現任）

平成17年６月 トーイン株式会社監査役（現任）

平成18年10月 亜細亜証券印刷株式会社代表取締

役社長（現任）

平成20年６月 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ（最

高経営責任者）（現任）

(注)３ 9,085

代表取締役

副社長

ＣＯＯ（最高

執行責任者）
上野　剛史 昭和45年１月30日生

平成９年６月 当社入社

平成11年10月 当社営業本部電子開示推進室長

平成12年６月 当社取締役

平成16年４月 当社常務取締役

平成17年３月 株式会社イーオーエル代表取締役

社長（現任）

平成17年６月 当社専務取締役

平成19年６月 当社取締役副社長

平成20年６月 当社代表取締役副社長兼ＣＯＯ

（最高執行責任者）（現任）

(注)３ 697

取締役
専務執行役員

営業本部長
渡辺　八男 昭和28年１月21日生

昭和48年３月 当社入社

平成11年４月 当社営業本部カスタマサービス部

長

平成12年６月 当社取締役

平成15年６月 当社常務取締役

平成18年６月 当社常務取締役

ディスクロージャー営業本部長

兼ディスクロージャー営業部長

平成20年６月 当社取締役専務執行役員

営業本部長（現任）

(注)３ 53

取締役

常務執行役員

製造本部長兼

ＩＳＯ推進室

（ＱＭＳ）、

ＮＡＰＳ推進

室担当

太田　則義 昭和24年12月14日生

平成15年10月 大日本印刷株式会社市谷事業部営

業管理本部長

平成17年９月 当社入社

顧問

平成18年６月 当社常務取締役

平成19年10月 株式会社セキュリティー・ロジス

ティックス代表取締役社長（現

任）

平成20年２月 当社常務取締役

生産管理部、製造部、ＩＳＯ推進室

（ＱＭＳ）担当

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

製造本部長兼ＩＳＯ推進室（ＱＭ

Ｓ）、ＮＡＰＳ推進室担当（現

任）

(注)３ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

取締役

常務執行役員

営業本部

副本部長

小山　光俊 昭和17年９月16日生

平成９年６月 株式会社さくら銀行（現株式会社

三井住友銀行）常務取締役

平成10年６月 さくら証券株式会社（現大和証券

ＳＭＢＣ株式会社）代表取締役社

長

平成13年４月 大和証券ＳＭＢＣ株式会社専務取

締役

平成15年６月 ＳＭＢＣコンサルティング株式会

社代表取締役社長

平成17年７月 当社入社

ディスクロージャー営業本部副本

部長

平成18年６月 当社常務取締役

ディスクロージャー営業本部副本

部長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

営業本部副本部長（現任）

(注)３ 14

取締役

常務執行役員

ディスクロー

ジャー研究本

部長兼プロネ

クサス総合研

究所担当

小笠原　勝幸 昭和20年５月19日生

平成９年７月 大蔵省（現財務省）関東財務局理

財部統括金融証券検査官

平成13年７月 当社入社

営業本部相談部長

平成14年６月 当社取締役

ディスクロージャー研究部長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

ディスクロージャー研究本部長兼

プロネクサス総合研究所担当（現

任）

(注)３ 8

取締役

常務執行役員

管理本部長兼

総務部長

小川　康博 昭和23年２月10日生

平成11年５月 株式会社フォルクス（現株式会社

どん）取締役管理本部長

平成14年７月 当社入社

管理部部長

平成15年10月 当社総務部長

平成16年６月 当社取締役

平成19年６月 当社取締役

総務部長兼経理部担当

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

管理本部長兼総務部長（現任）

(注)３ 4

 取締役

常務執行役員

カスタマサー

ビス本部長

川口　誠 昭和31年３月２日生

昭和51年４月 当社入社

平成15年５月 当社営業本部カスタマサービス部

長 

平成16年４月 当社ディスクロージャー営業本部

ＤＴＰ制作部長

平成18年６月 当社取締役

ディスクロージャー営業本部ＤＴ

Ｐ制作部長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

カスタマサービス本部長（現任）

(注)３ 28
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

 取締役

常務執行役員

情報システム

本部長兼ＩＳ

Ｏ推進室（Ｉ

ＳＭＳ）担当

 瀧　正英 昭和34年５月９日生

平成９年12月 当社入社

営業本部情報システム部長

平成15年６月 当社情報システム室長

平成18年６月 当社取締役

情報システム室長

平成20年６月 当社取締役常務執行役員

情報システム本部長兼ＩＳＯ推進

室（ＩＳＭＳ）担当（現任）

(注)３ 3

取締役

執行役員

社長室長兼グ

ループ企業担

当、法務・コ

ンプライアン

ス室、内部統

制推進室担当

大和田　雅博 昭和27年９月22日生

平成13年２月 当社入社

平成14年４月 当社営業本部総合企画室長

平成15年５月 当社社長室長

平成18年６月 当社取締役

社長室長

平成20年６月 当社取締役執行役員

社長室長兼グループ企業担当、法

務・コンプライアンス室、内部統

制推進室担当（現任）

(注)３ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（千株）

常勤監査役  木内　昌行 昭和22年10月４日生

平成１年５月 当社入社

平成12年６月 当社経営管理室長

平成14年４月 当社営業本部総合企画室グループ

リーダー

平成15年５月 当社社長室グループリーダー

平成18年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)４ 21

 常勤監査役  澤　淳夫 昭和16年12月14日生

昭和45年10月 等松・青木監査法人（現監査法人

トーマツ）入社 

昭和50年３月 公認会計士登録（現任）

昭和57年６月 等松・青木監査法人社員

平成元年６月 サンワ・等松青木監査法人（現監

査法人トーマツ）代表社員

平成16年７月 当社常勤監査役（現任）

(注)４  －

監査役  金子　光邦 昭和16年１月27日生

昭和42年４月 東京弁護士会弁護士登録（現任）

昭和63年４月 東京弁護士会副会長

平成５年６月 当社監査役（現任）

平成６年４月 東京弁護士会常議員会議長

平成16年６月 株式会社ハネックス監査役（現

任）

(注)４ 16

監査役  角谷　正彦 昭和11年２月14日生

昭和63年６月 大蔵省（現財務省）証券局長

平成２年６月 国税庁長官

平成６年12月 中小企業金融公庫総裁

平成15年６月 石油資源開発株式会社監査役（現

任）

平成16年６月 株式会社みずほフィナンシャルグ

ループ監査役（現任）

平成16年６月 みずほ証券株式会社監査役（現

任）

平成18年６月 当社監査役（現任）

(注)４ 1

計 9,940

（注）１．代表取締役副社長上野剛史は、代表取締役社長上野守生の長男であります。

２．監査役澤　淳夫、金子光邦及び角谷正彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．平成20年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社は、経営の意思決定機能と業務執行機能を分離し、経営管理体制の一層の強化を図るべく、平成20年６月24

日付で執行役員制度を導入いたしました。取締役を兼務している者を除いた執行役員の状況は以下のとおりで

す。

氏　名 職　名

小澤　則夫 事業企画室長

林田  英美 管理本部　経理部長

木橋  　充 営業本部　営業企画部長

佐藤  信寿 営業本部　ディスクロージャー営業部長

黒沢  賢知 営業本部　営業開発部長

石橋  正明 営業本部　大阪支店長 

西岡  基博 営業本部　ファイナンシャル営業部長兼外国営業部担当

多田 　 勤 カスタマサービス本部　カスタマサービス部長

山本大四郎 製造本部　製造部長
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主価値の最大化と株主や顧客から評価され、永続的な発展と成長を続けることを目指し、経営を効率化

し、経営責任を適切・公正に遂行するため、絶えず実効性の面から経営管理体制の見直しと改善に努めております。

また、タイムリー且つ正確な経営情報の開示に努め、経営活動に対する透明性の向上、コンプライアンス、監視・

チェック機能の強化、有効性の確保および内部統制およびリスク管理の徹底を図り、コーポレート・ガバナンスを充

実させていくことが経営上の最重要課題のひとつと位置付けております。

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況（平成20年３月31日現在）

①　会社の機関の内容

・当社は、監査役設置会社であり、取締役15名、監査役４名（うち社外監査役３名）を選任しております。

・取締役は、取締役会規程、組織規程および職務権限規程の定めに基づき、所管する各部門の業務を執行します。
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・取締役会は中期経営計画および年度計画を定め、当社として達成すべき目標を明確化するとともに、各取締役の

所管する部門ごとに業績目標を明確化し、その進捗を毎月１回開催する定例取締役会に報告させております。さ

らに、必要に応じ臨時取締役会を開催し、重要な意思決定と業務執行を監督しております。

・会社業務の執行に関する重要事項の審議・決定および取締役会の事前審議機関として、代表取締役社長および役

付取締役（常務取締役以上）で構成する常務会を原則毎週１回開催し、各部門の業務執行、予算執行の適正化な

らびに意思決定の迅速化を図っております。

②　内部統制システムおよびリスク管理体制の整備の状況

当社は取締役会において以下のとおり「内部統制システムの基本方針」を決議しております。

１）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

イ．社員等（取締役および使用人をいう。以下同じ。）の職務の執行が法令および定款に適合し、かつ当会社の社

会的責任および企業倫理を果たすため、社会・環境行動基準を定め、全社員等に周知徹底させます。

ロ．全社のコンプライアンスを推進するためコンプライアンス委員会、コンプライアンス推進部門およびコンプ

ライアンス担当役員を定めております。コンプライアンス委員会は常務会の構成員をもって構成するものと

し、コンプライアンス推進部門は法務・コンプライアンス室、コンプライアンス担当役員は法務・コンプライ

アンス室の担当取締役とします。

ハ．コンプライアンス規程を整備し、コンプライアンス体制の構築および運用をおこないます。その一環として、

第三者機関を利用した内部通報制度を構築・運用し、不正行為等の早期発見・是正に努めます。

ニ．社員等に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作成・配布等をおこなうこと等により、コンプ

ライアンスの知識を高め、コンプライアンスを尊重する意識の醸成を図ります。

ホ．インサイダー情報管理委員会を設置し、関連規程、運用体制・ルール、情報システム体制、教育・啓蒙等、イン

サイダー取引防止に係る全社的推進活動をおこないます。取締役副社長を委員長、社内関連部門の部門長・管

理責任者を委員、法務・コンプライアンス室を事務局として運営します。

２）取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制

重要な意思決定および報告に関しては、文書の作成、保存および廃棄に関する既存の社内規程（文書管理規

程）に準じておこなうものとし、取締役の意思決定および取締役に対する報告に関しても同様のものとします。

３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．当会社では、経営に重大な影響を及ぼすおそれのある損失の危険をリスクと定め、事業リスクその他個別リ

スクに備えて、以下ロ．およびハ．に定めるリスク管理システムを整備・構築し、リスクの未然防止、再発防

止、迅速な対応に努めるものとします。

ロ．各事業部門のリスク管理を統括するため、リスク管理統括部門およびリスク管理統括役員を定めておりま

す。リスク管理統括部門は法務・コンプライアンス室、リスク管理統括役員は法務・コンプライアンス室の担

当取締役とします。

ハ．リスク管理規程を定め、リスク管理体制の構築および運用をおこないます。

ニ．各事業部門はそれぞれの部門に関するリスクの管理をおこない、各事業部門の長はリスク管理統括部門を通

じて、半期に一度、リスク管理の状況を取締役会に報告します。

４）取締役の職務の執行が効率的におこなわれることを確保するための体制

イ．取締役は、取締役会規程、組織規程および職務権限規程の定めに基づき、所管する部門の業務を執行します。

ロ．取締役会は中期経営計画および年度計画を定め、当会社として達成すべき目標を明確化するとともに、各取

締役の所管する部門ごとに業績目標を明確化し、その進捗を定期的に取締役会で報告させます。

ハ．常務会は原則として毎週開催し、職務権限規程に基づく決議事項を審議、承認することにより、各部門の業務

執行、予算執行の適正化ならびに意思決定の迅速化を図ります。

５）会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．社長は、プロネクサスグループの経営理念および社会・環境行動基準に基づき、グループ全体のコンプライ

アンス体制の構築に努めます。

ロ．法務・コンプライアンス室および経理部はグループ会社担当役員と連携して、各グループ会社の内部統制の

有効性ならびに妥当性を確保するため、業務分掌規程ならびに関係会社管理規程により、グループ会社の状況

に応じて必要な管理をおこないます。また、監査室は、グループ会社の業務の状況について、定期的に監査をお

こないます。

ハ．法務・コンプライアンス室はグループ全体のリスクの評価および管理の体制を適切に構築し、運用します。

６）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

当会社は、監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合、必要な人員を配置します。
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７）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号により監査役の職務を補助すべき者として配置された使用人の人事異動、人事評価および懲戒に関しては、

監査役会の事前の同意を得るものとします。

８）取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

イ．社員等は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、もしくは発生するおそれがあるとき、または社員等によ

る違法もしくは不正な行為を発見したときは、しかるべき手順により、法務・コンプライアンス室に報告し、法

務・コンプライアンス室の担当取締役は監査役会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、監査役会に

報告します。

ロ．事業部門を統括する取締役は、監査役会に対して、定期的または不定期に、担当する部門のリスク管理体制に

ついて報告するものとします。

９）その他監査役の監査が実効的におこなわれることを確保するための体制

イ．社員等の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努めます。

ロ．社長との定期的な会議（意見交換会など）を開催し、また内部監査部門との連携を図り、適切な意思疎通お

よび効果的な監査業務の遂行を図ります。

③　監査役監査および内部監査、会計監査の状況

監査役会は４名のうち３名が社外監査役であり、専門性があり、当社の経営をその専門的知識や経験から監視、監

査できる人材を選任しております。各監査役は、監査役会が定めた監査計画、監査の方針、業務分担などに従い、取締

役の業務執行の適法性について監査しております。なお、定例の監査役会において、相互に職務の状況について報告

をおこなうことにより監査業務の認識を共有化しております。

内部監査の組織である代表取締役社長直属の「監査室」（２名）を設置し、法令遵守、内部統制の有効性と効率

性、財務内容の適正開示、リスクマネジメントの検証等について、各部門、工場、グループ会社などの監査を定期的に

実施し、チェック・指導する体制をとっております。

会計監査人につきましては、監査法人トーマツに委嘱し、継続して会社法監査および金融商品取引法監査を受け

ており、当社は正確且つ迅速な経営情報・財務情報の提供に配慮しております。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定社員　業務執行社員：津田　良洋、林　敬子

なお、監査年数は７年を経過していないため、記載を省略しております。

また、当社の監査業務にかかる補助者は、公認会計士２名、会計士補３名、その他１名であります。

監査役会、監査室および会計監査人とは、必要の都度相互の情報交換・意見交換をおこなうなどの連携を密にし

て、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

④　会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

・社外取締役は選任しておりません。

・社外監査役と当社とは取引関係その他の利害関係はありません。

⑤　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施の状況

取締役会は毎月１回開催する定例取締役会のほか、必要に応じ臨時取締役会を開催しております。当事業年度は、

定例取締役会を12回、臨時取締役会を６回開催し、社外監査役の出席率は92％となっております。監査役会は13回開

催し、社外監査役の出席率は94％となっております。

⑥　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会・環境行動基準において、暴力団対策法等の趣旨に則り、反社会的勢力からの不当な要求に応じた

り、反社会的勢力を利用するなどの行為をおこなわないことを遵守事項として定めております。

⑦　反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況

１）対応統括部署および不当要求防止責任者の設置状況

当社は不当要求に対する対応統括部署として、本社総務部が中心となり担当しております。また、全社に係る不

当要求防止責任者は総務部長が担当し、各支店・営業所等の事業場については、各拠点の総務部門の責任者ある

いは所長等が各事業場の責任者を兼ねております。

２）外部の専門機関との連携状況

管轄警察署担当係官ならびに弁護士等の専門家とは、平素から緊密な連携を保ち、相談、助言、指導等を受けて

おります。

３）反社会的勢力排除に関する情報の収集・管理状況

当社は、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会および管轄警察特殊暴力防止対策協議会に加入し、これらの主催

する講習会等に積極的に参加し、情報収集にあたるほか管轄警察署および同担当係官との連携により得られた情

報に基づき、反社会的勢力に関する最新情報を総務部において管理しております。
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４）今後の整備に係る課題

当社は、対応統括部署とコンプライアンス推進部門が連携し、対応マニュアルの整備と教育、研修活動を平成20

年度より実施します。

なお、当社は、従来の取締役会が持つ「経営の意思決定機能」と「業務執行機能」を分離し、「経営の意思決定機

能」は取締役会が、「業務執行機能」は執行役員が担うとともに、それぞれの機能に関わる責任を明確化するため、Ｃ

ＥＯ（最高経営責任者）とＣＯＯ（最高執行責任者）を新設する経営機構改革を平成20年６月24日付で実施しまし

た。併せて、同日付定時株主総会で承認を得た取締役の員数枠を12名とする定款変更に基づき、同日付で取締役の員数

をそれまでの15名から10名に減員しました。これに伴う、会社の機関の内容は以下のとおりです。

・当社は、監査役設置会社であり、取締役10名、監査役４名（うち社外監査役３名）を選任しております。

・執行役員は、取締役会が定める組織規程および職務権限規程に基づき、所管する各部門の業務を執行します。

・取締役会は中期経営計画および年度計画を定め、当社として達成すべき目標を明確化するとともに、各執行役員

の所管する部門ごとに業績目標を明確化し、その進捗を毎月１回開催する定例取締役会に報告させ、執行役員の

業務執行を監督します。さらに、職務権限規程に定める取締役会の権限に基づき、当社の経営に関わる重要事項の

審議ならびに意思決定、会社の事業、経営全般に対する監督をおこないます。また、必要に応じ臨時取締役会を開

催します。

・会社業務の執行に関する重要事項の審議・決定および取締役会の事前審議機関として、代表取締役および常務執

行役員以上で構成する経営会議を原則毎週１回開催し、各部門の業務執行、予算執行の適正化ならびに意思決定

の迅速化を図ります。（（２）－①体系図における常務会は、経営会議に読み替えます。）

(3) 役員報酬等の内容

当社が当事業年度に取締役および監査役に支払った報酬等は次のとおりであります。

取締役　15名　244百万円　　　　　監査役  ４名   42百万円

（うち、社外役員 ３名　26百万円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成16年６月29日開催の第60回定時株主総会において年額300百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。     　　   

３．監査役の報酬限度額は、平成13年６月28日開催の第57回定時株主総会において年額50百万円以内と

決議いただいております。

４．支給額には、平成20年６月24日開催の第64回定時株主総会において決議されました役員賞与および

当事業年度に計上した役員退職慰労引当金が含まれております。

(4) 監査報酬等の内容

当社が会計監査人に支払うべき監査報酬等は次のとおりであります。

①　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　19百万円

②　上記以外の報酬　　　　　　　　　　　　        　 　　 ５百万円

(5) 取締役会にて決議できる株主総会決議事項

①　自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる旨を

定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取引等

により自己の株式を取得することを目的とするものであります。

②　中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項に定める中間配当の事項について、取締役会の決議によりおこなうことができる旨

定款に定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元をおこな

うことを目的とするものであります。

(6) 責任限定契約の内容の概要

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限定額は法令が規定する額としております。なお、当該責任限定が

認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られ

ます。

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

34/94



(7) 取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

なお、平成20年６月24日開催の定時株主総会において、取締役の員数を12名とする定款変更の決議をいただいてお

ります。

(8) 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもっておこなう旨定款に定めております。

(9) 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっておこなう旨定款に定めております。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営をおこなうことを目的とするものでありま

す。

(10) 当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）

当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（以下、「本プラ

ン」といいます。）を導入することに関して決議をおこないました。

　本プランは、当社取締役会の決議により導入するものですが、株主総会の決議や株主総会で選任された取締役で構成

される取締役会の決議で廃止することができるなど、株主の皆様の総体的意思によってこれを廃止できる手段が設け

られており、経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める買収防衛策の３原則（「企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原

則」「事前開示・株主意思の原則」「必要性・相当性確保の原則」）を充足しています。

　さらに、株主の皆様のご意思をより反映させるという観点から、平成20年６月24日開催の当社定時株主総会に付議

し、承認をいただきました。

　詳細につきましては、下記アドレスから平成20年４月30日付開示資料をご参照ください。

（当社ホームページ）http://www.pronexus.co.jp/home/ir/pressrelease.html
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第５【経理の状況】

連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。　以下

「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省第59号。以下「財務諸表

等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより

監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①　【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   8,079,710   8,172,046  

２．受取手形及び売掛金 ※３  2,286,544   2,007,220  

３．有価証券   3,485,170   3,482,185  

４．棚卸資産   302,282   309,917  

５．繰延税金資産   283,023   289,118  

６．その他   182,054   561,139  

貸倒引当金   △5,230   △3,904  

流動資産合計   14,613,555 54.4  14,817,723 56.8

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物及び構築物  1,605,227   1,744,594   

減価償却累計額  917,454 687,773  958,117 786,476  

(2) 機械装置及び運搬具  1,564,957   1,473,178   

減価償却累計額  1,005,953 559,003  1,042,349 430,828  

(3) 土地 ※２  2,556,242   2,556,242  

(4) その他  646,458   789,249   

減価償却累計額  456,208 190,249  472,826 316,423  

有形固定資産合計   3,993,269 14.9  4,089,971 15.7

２．無形固定資産   149,591 0.5  458,432 1.8

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券 ※１  6,346,772   4,346,909  

(2) 繰延税金資産   429,559   691,915  

(3) その他   1,424,970   1,753,877  

貸倒引当金   △97,935   △77,059  

投資その他の資産合計   8,103,366 30.2  6,715,643 25.7

固定資産合計   12,246,227 45.6  11,264,047 43.2

資産合計   26,859,782 100.0  26,081,770 100.0
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金   554,352   535,336  

２．短期借入金   160,000   180,000  

３．未払法人税等   1,023,939   599,131  

４．賞与引当金   409,694   443,498  

５．役員賞与引当金   50,000   50,000  

６．その他   1,011,808   956,143  

流動負債合計   3,209,795 12.0  2,764,110 10.6

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   494,024   593,854  

２．役員退職慰労引当金   264,509   310,226  

３．その他   17,321   165,601  

固定負債合計   775,855 2.8  1,069,682 4.1

負債合計   3,985,651 14.8  3,833,792 14.7

　 　       

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   3,054,954 11.4  3,058,034 11.7

２．資本剰余金   4,679,924 17.4  4,682,984 17.9

３．利益剰余金   14,870,622 55.4  15,794,042 60.6

４．自己株式   △159,403 △0.6  △1,461,749 △5.6

株主資本合計   22,446,098 83.6  22,073,310 84.6

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金　　　　　　　

  342,541 1.3  68,475 0.3

評価・換算差額等合計   342,541 1.3  68,475 0.3

Ⅲ　少数株主持分   85,492 0.3  106,191 0.4

純資産合計   22,874,131 85.2  22,247,978 85.3

負債純資産合計   26,859,782 100.0  26,081,770 100.0
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②　【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   21,987,139 100.0  22,479,038 100.0

Ⅱ　売上原価 　  12,114,930 55.1  13,069,172 58.1

売上総利益   9,872,209 44.9  9,409,866 41.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１       

１．給料手当  2,004,340   2,215,571   

２．賞与引当金繰入額  181,401   189,578   

３．役員賞与引当金繰入額  50,000   50,000   

４．退職給付費用  81,553   65,660   

５．役員退職慰労引当金繰
入額

 44,550   45,716   

６．福利厚生費  558,331   574,569   

７．賃借料  383,970   454,143   

８．その他  2,219,244 5,523,391 25.1 2,294,564 5,889,804 26.2

営業利益   4,348,817 19.8  3,520,061 15.7

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  28,230   31,129   

２．受取配当金  38,049   50,431   

３．投資事業組合投資利益  85,747   －   

４．その他  52,256 204,283 0.9 53,023 134,583 0.5

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  4,275   3,759   

２．固定資産処分損  5,295   4,074   

３．保険解約損  6,506   －   

４．投資事業組合投資損失  －   91,469   

５．持分法による投資損失  －   94,861   

６．その他  6,683 22,762 0.1 15,889 210,053 0.9

経常利益   4,530,338 20.6  3,444,591 15.3

Ⅵ　特別利益        

１．投資有価証券売却益  － － － 50,929 50,929 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．施設利用会員権評価損  1,250   －   

２．事務所移転費用  2,589   258,397   

３．投資有価証券評価損  －   27,450   

４．貸倒引当金繰入額  － 3,839 0.0 5,325 291,172 1.2

税金等調整前当期純利
益

  4,526,499 20.6  3,204,348 14.3

法人税、住民税及び事業
税

 1,871,666   1,506,446   

法人税等調整額  11,696 1,883,362 8.6 △80,337 1,426,109 6.4

少数株主利益   21,971 0.1  6,734 0.0

当期純利益   2,621,165 11.9  1,771,505 7.9
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③　【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

  株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高　　　
（千円）

3,052,490 4,677,476 13,109,570 △159,186 20,680,350

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 2,464 2,448   4,912

合併による増加   3,762  3,762

剰余金の配当 （注）   △387,486  △387,486

剰余金の配当   △426,388  △426,388

役員賞与 （注）   △50,000  △50,000

当期純利益   2,621,165  2,621,165

自己株式の取得    △216 △216

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
　　　　　　　　　　　（千円）

2,464 2,448 1,761,052 △216 1,765,747

平成19年３月31日　残高
　　　　　　　　　　　（千円）

3,054,954 4,679,924 14,870,622 △159,403 22,446,098

 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日　残高　　　　　　
　　　　　　　　　　　（千円）

474,920 474,920 38,122 21,193,393

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    4,912

合併による増加    3,762

剰余金の配当（注）    △387,486

剰余金の配当    △426,388

役員賞与（注）    △50,000

当期純利益    2,621,165

自己株式の取得    △216

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△132,379 △132,379 47,369 △85,010

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△132,379 △132,379 47,369 1,680,737

平成19年３月31日　残高
（千円）

342,541 342,541 85,492 22,874,131

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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  株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高　　　
（千円）

3,054,954 4,679,924 14,870,622 △159,403 22,446,098

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 3,080 3,060   6,140

剰余金の配当   △848,085  △848,085

当期純利益   1,771,505  1,771,505

自己株式の取得    △1,302,346 △1,302,346

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

3,080 3,060 923,419 △1,302,346 △372,787

平成20年３月31日　残高　 　　　
（千円）

3,058,034 4,682,984 15,794,042 △1,461,749 22,073,310

 評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
 

その他有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日　残高　　　　　　
（千円）

342,541 342,541 85,492 22,874,131

連結会計年度中の変動額     

新株の発行    6,140

剰余金の配当    △848,085

当期純利益    1,771,505

自己株式の取得    △1,302,346

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△274,065 △274,065 20,699 △253,365

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△274,065 △274,065 20,699 △626,153

平成20年３月31日　残高
（千円）

68,475 68,475 106,191 22,247,978
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④　【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  4,526,499 3,204,348

減価償却費  186,223 362,581

引当金の増加額  41,816 157,148

持分法による投資損失  － 94,861

受取利息及び受取配当金  △66,279 △81,560

支払利息  4,275 3,759

売上債権の増加額（△）・減少額  △209,344 321,317

棚卸資産の増加額（△）・減少額  95,204 △7,635

仕入債務の減少額（△）  △9,786 △19,594

役員賞与の支払額  △50,000 －

その他  △174,245 52,321

小計  4,344,363 4,087,546

利息及び配当金の受取額  57,181 74,589

利息の支払額  △4,070 △3,722

法人税等の支払額  △2,092,464 △1,923,140

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,305,010 2,235,272

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出  △200,071 △150,000

有価証券の売却による収入  730,000 1,661,594

有形固定資産の取得による支出  △399,035 △477,974

無形固定資産の取得による支出  △56,009 △364,474

投資有価証券の取得による支出  △874,699 △472,037

投資有価証券の売却による収入  19,154 714,874

投資事業組合への支出  △753,324 △560,116

敷金及び保証金の差入れによる支出  △259,453 △499,644

その他  215,870 136,337

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,577,568 △11,439

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  990,000 680,000

短期借入金の返済による支出  △1,190,000 △660,000

長期借入金の返済による支出  △25,000 －

自己株式の取得による支出  △216 △1,302,346

配当金の支払額  △812,334 △847,140

ストック・オプションの権利行使による
収入

 4,912 6,140

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,032,638 △2,123,347

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額・減少額（△）  △305,196 100,485

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  10,349,427 10,055,404

Ⅵ　連結子会社の合併による現金及び現金同等物
の増加額

 11,173 －

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 ※ 10,055,404 10,155,890
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

株式会社アスプコミュニケーション
ズ 
株式会社セキュリティー・ロジス
ティックス 

株式会社イーオーエル

株式会社エーツーメディア

 　　　亜細亜証券印刷株式会社

　なお、亜細亜証券印刷株式会社について

は、当連結会計年度において当社の有価

証券印刷部門を簡易新設分割し、新たに

設立したことにより連結の範囲に含める

ことにしております。   

(1) 連結子会社の数　５社

連結子会社の名称

株式会社アスプコミュニケーション
ズ 
株式会社セキュリティー・ロジス
ティックス 

株式会社イーオーエル

株式会社エーツーメディア

 　　　亜細亜証券印刷株式会社

　

　 (2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

株式会社インターネットディスク
ロージャー

(2) 主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社

        同　　　左

　 （連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためでありま

す。

（連結の範囲から除いた理由）

        同　　　左

２．持分法の適用に関する事

項

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会

社の数

　持分法適用の非連結子会社及び関連

会社はありません。

(1) 持分法適用の非連結子会社及び関連会

社の数　１社

主要な会社名

　株式会社グロース・パートナーズ

なお、株式会社グロース・パートナー

ズについては重要性が増加したことか

ら、当連結会計年度から持分法適用の関

連会社にしております。

　 (2) 持分法を適用しない主要な非連結子会

社及び関連会社の名称等

主要な非連結子会社

株式会社インターネットディスク
ロージャー

主要な関連会社

株式会社グロース・パートナーズ

       日本財務翻訳株式会社

(2) 持分法を適用しない主要な非連結子会

社及び関連会社の名称等

主要な非連結子会社

        同　　　左
 

主要な関連会社

日本財務翻訳株式会社

　

　 （持分法を適用しない理由）

　持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社は小規模であり、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法を適用

しておりません。

（持分法を適用しない理由）

        同　　　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　  (3) 　　　　　────── (3) 持分法適用会社は、決算日が連結決算

日と異なるため、連結財務諸表の作成に

当たって、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用しており

ます。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

同　　　左

４．会計処理基準に関する事

項
　 　

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ　有価証券

（イ）満期保有目的の債券

 　　  　償却原価法（定額法）

イ　有価証券

（イ）満期保有目的の債券　　　

同　　　左

 （ロ）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

（ロ）その他有価証券

時価のあるもの

同　　　左

 時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資（証券

取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及び

これに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法によっており

ます。

 ロ　棚卸資産

主として個別法による原価法

ロ　棚卸資産

同　　　左

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備は除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　15～38年
機械装置及び運搬具　　　10年

イ　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備は除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物及び構築物　　　15～38年
機械装置及び運搬具　　　10年

   (会計方針の変更）

  法人税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。これに

よる損益に与える影響額は軽微であ

ります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

  （追加情報）

  法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しております。

これによる損益に与える影響額は軽

微であります。

 ロ　無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法

ロ　無形固定資産

同　　　左

(3) 重要な引当金の計上基準 イ　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

イ　貸倒引当金

　　　　　　同　　　左

 ロ　賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、翌期

賞与支給見込額のうち当連結会計年度に

帰属する部分の金額を計上しておりま

す。

ロ　賞与引当金

同　　　左

 ハ　役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えるため、当連結

　会計年度における支給見込額に基づき計

　上しております。

　（会計方針の変更）

　　　当連結会計年度より、「役員賞与に

　　関する会計基準」（企業会計基準第４

　　号　平成17年11月29日）を適用してお

　　ります。

　　　これにより営業利益、経常利益及び

　　税金等調整前当期純利益は、それぞれ

　　50,000千円減少しております。

ハ　役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えるため、当連結

　会計年度における支給見込額に基づき計

　上しております。

 ニ　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結

会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

　なお、数理計算上の差異は、５年による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。

ニ　退職給付引当金

　　        同　　　左
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ホ　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

役員退職慰労金支給内規に基づく期末要

支給見込額を計上しております。

ホ　役員退職慰労引当金

同　　　左

(4) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同　　　左

(5) 重要なヘッジ会計の方

法

イ　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理を行っ

ております。

──────

 ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　…　金利スワップ

ヘッジ対象　…　借入金

　

 ハ　ヘッジ方針

　金利リスク低減のため対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

　

 ニ　ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップで

あるため、有効性の評価は省略しており

ます。

　

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

イ　消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

イ　消費税等の会計処理

同　　　左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。

同　　　左

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償還日が

到来する短期投資からなっております。

同　　　左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は22,788,639千

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の

部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。

──────

（企業結合に係る会計基準等）

  当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」（企

業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号　平成17年12月27

日）並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成17

年12月27日）を適用しております。

──────

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「出資金への支出」として表示されていたものは、

当連結会計年度より「投資事業組合への支出」として表示

することにしました。

　前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「敷金及び

保証金の差入れによる支出」（前連結会計年度は2,988千

円）は、重要性が増加したことから、区分掲記しました。

──────
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券（株式）  172,900千円

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

投資有価証券（株式） 94,995千円

※２．国庫補助金等の受入れにより、土地の取得価額から

控除している圧縮記帳額は105,760千円であります。

※２．　　　　　　　同　　　　左

※３．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連

結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の

連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含

まれております。

受取手形 5,620千円

※３．　　　　　　　──────

 　　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．一般管理費に含まれる研究開発費

      146,861千円

※１．一般管理費に含まれる研究開発費

      183,766千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度
末株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 19,643,850 19,659,850 － 39,303,700

合計 19,643,850 19,659,850 － 39,303,700

自己株式     

普通株式　（注）２ 269,516 269,715 － 539,231

合計 269,516 269,715 － 539,231

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加19,659,850株は、平成18年４月１日付の株式分割による増加19,643,850株及び

新株予約権の権利行使による増加16,000株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加269,715株は、平成18年４月１日付の株式分割による増加269,516株及び単

元未満株式の買取りによる増加199株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

　定時株主総会
普通株式 387,486 20 平成18年３月31日 平成18年６月23日

平成18年10月26日

　取締役会
普通株式 426,388 11 平成18年９月30日 平成18年12月６日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日

　定時株主総会
普通株式 426,409 利益剰余金 11 平成19年３月31日 平成19年６月22日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度
末株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式     

普通株式　（注）１ 39,303,700 20,000 － 39,323,700

合計 39,303,700 20,000 － 39,323,700

自己株式     

普通株式　（注）２ 539,231 1,400,413 － 1,939,644

合計 539,231 1,400,413 － 1,939,644

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加20,000株は、新株予約権の権利行使による増加であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加1,400,413株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自

己株式の取得による増加1,400,000株及び単元未満株式の買取りによる増加413株であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月21日

　定時株主総会
普通株式 426,409 11 平成19年３月31日 平成19年６月22日

平成19年10月25日

　取締役会
普通株式 421,676 11 平成19年９月30日 平成19年12月６日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

　定時株主総会
普通株式 411,224 利益剰余金 11 平成20年３月31日 平成20年６月25日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 8,079,710千円

有価証券 3,485,170 

運用期間が３ヶ月を　　　　　　超える

有価証券
△1,509,475 

現金及び現金同等物 10,055,404 

現金及び預金勘定 8,172,046千円

有価証券 3,482,185 

運用期間が３ヶ月を　　　　　　超える

有価証券
△1,498,341 

現金及び現金同等物 10,155,890 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

　の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

　の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置及び運搬具 256,868 182,120 74,748

有形固定資産
「その他」

28,089 17,587 10,502

合計 284,958 199,707 85,250

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械装置及び運搬具 156,259 74,364 81,895

有形固定資産
「その他」

44,395 19,378 25,017

合計 200,655 93,742 106,913

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　同　　　左

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内       34,403千円

１年超 50,846

合計         85,250

１年内       37,784千円

１年超 69,129

合計 106,913

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　同　　　左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料       78,695千円

減価償却費相当額           78,695

支払リース料       44,392千円

減価償却費相当額           44,392

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

    　未経過リース料

１年内      42,285千円

１年超 116,285

合計 158,571

２．オペレーティング・リース取引

    　未経過リース料

１年内      769,139千円

１年超 2,799,698

合計 3,568,837
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（有価証券関係）

　前連結会計年度　（平成19年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 1,499,470 1,499,563 92

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 1,499,470 1,499,563 92

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 1,490,846 1,489,200 △1,646

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 1,490,846 1,489,200 △1,646

合計 2,990,317 2,988,763 △1,554

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 850,191 1,331,284 481,092

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 300,000 301,206 1,206

(3) その他 769,999 847,243 77,244

小計 1,920,190 2,479,734 559,543

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 1,532 1,488 △43

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 30,057 28,942 △1,115

小計 31,589 30,431 △1,158

合計 1,951,780 2,510,165 558,385

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について611千円減損処理を行っております。

　なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性が

ないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い、減

損処理の要否を決定しております。
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３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

29,707 － 296

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券  

非上場債券 200,000

(2) その他有価証券  

非上場株式　　 352,151

マネー・マネジメント・ファンド 1,975,694

投資事業組合出資 1,630,713

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1) 国債・地方債等 1,499,470 1,490,846 － －

(2) 社債 － － － －

(3) その他 － － 200,000 301,206

２．その他 10,005 35,116 497,091 －

　当連結会計年度　（平成20年３月31日）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

　 種類
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの

(1) 国債・地方債等 1,498,341 1,498,750 408

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 1,498,341 1,498,750 408

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 － － －

(2) 社債 － － －

(3) その他 － － －

小計 － － －

合計 1,498,341 1,498,750 408

２．その他有価証券で時価のあるもの

　 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 170,471 386,598 216,127

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 285,407 313,491 28,083

小計 455,878 700,090 244,211
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　 種類 取得原価（千円）
連結貸借対照表
計上額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 780,366 673,513 △106,853

(2) 債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3) その他 498,350 467,863 △30,487

小計 1,278,717 1,141,376 △137,341

合計 1,734,596 1,841,467 106,870

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について111千円減損処理を行っております。

　なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比し50％以上下落した場合は、時価の回復可能性が

ないものとして一律に減損処理を実施し、下落率が30％以上50％未満の場合には、時価の回復可能性の判定を行い、減

損処理の要否を決定しております。

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

408,828 51,159 131

４．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 満期保有目的の債券  

非上場債券 200,000

(2) その他有価証券  

非上場株式　　 321,529

マネー・マネジメント・ファンド 1,983,843

投資事業組合出資 1,888,917

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について4,294千円減損処理を行っております。

　なお、当該有価証券の減損処理にあたっては、財政状態の悪化があり、かつ１株当たり純資産額が取得原価に比し

50％以上下落した場合は原則減損としますが、個別に回復可能性を判断し、最終的に減損処理の要否を決定しており

ます。

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

１．債券     

(1) 国債・地方債等 1,498,341 － － －

(2) 社債 － － － －

(3) その他 － － 200,000 －

２．その他 － 15,756 449,642 11,172
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（デリバティブ取引関係）

取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 取引の内容

  金利スワップ取引を行っておりましたが、当連結会

計年度中に契約が終了したため当連結会計年度末の残

高はありません。

当社グループはデリバティブ取引を行っておりません。

(2) 取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。

　

(3) 取引の利用目的

　デリバティブ取引は、金利関連で借入金利等の将来の

金利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

　ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理を行っております。

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　…　金利スワップ

　ヘッジ対象　…　借入金

　ヘッジ方針

　金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。

ヘッジの有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップであるため、有

効性の評価は省略しております。

　

(4) 取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクは

ほとんどないと認識しております。

　

(5) 取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の子会社は、確定給付の制度として、退職金支給規程に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、定年

適格退職年金制度を採用しております。

　また、当社及び一部の子会社では上記退職給付制度のほか、総合設立の厚生年金基金に加入していますが、当該厚生

年金基金制度は退職給付会計実務指針33項の例外処理を行う制度であります。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

(1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31日現在）

　年金資産の額 191,662,532千円　

　年金財政計算上の給付債務の額 213,234,010千円　

　差引額 △21,571,478千円　

(2) 制度全体に占める当社及び一部子会社の掛金拠出割合（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　 3.1％ 　

２．退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日）
当連結会計年度

（平成20年３月31日）

(1) 退職給付債務 △1,449,118千円 △1,596,291千円

(2) 年金資産残高 1,247,246千円 1,139,133千円

(3) 未積立退職給付債務 (1)＋(2) △201,871千円 △457,158千円

(4) 未認識数理計算上の差異 △71,131千円 168,224千円

(5) 連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4) △273,002千円 △288,933千円

(6) 前払年金費用 221,021千円 304,920千円

(7) 退職給付引当金 (5)－(6) △494,024千円 △593,854千円

３．退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 勤務費用 128,956千円 135,611千円

(2) 利息費用 25,445千円 27,045千円

(3) 期待運用収益 △22,957千円 △24,944千円

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 19,306千円 2,423千円

(5) 小計 150,751千円 140,135千円

(6) 総合型厚生年金掛金 210,990千円 220,700千円

(7) 退職給付費用合計 361,741千円 360,835千円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(1) 割引率 2.0％ 2.0％

(2) 期待運用収益率 2.0％ 2.0％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　　左

(4) 数理計算上の差異の処理年数 ５年

　（５年による定額法により

按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。）

５年

　　　　 同　　左

（追加情報）

当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　平成19年５

月15日）を適用しております。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

(1) ストック・オプションの内容

 
平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

　  当社取締役　　　　 12名

　　当社監査役　　　　  4名

　  当社従業員　　　  359名

    当社子会社取締役　  1名

    当社子会社従業員　 35名 

ストック・オプション数 　　普通株式　996,000株

付与日 　　平成15年７月15日

権利確定条件     定めなし

対象勤務期間     定めなし

権利行使期間
    自　平成17年７月１日

   至　平成20年６月30日

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション数は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による

分割後の株式数に換算して記載しております。

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 50,000

権利確定 －

権利行使 16,000

失効 －

未行使残 34,000

（注）上記に記載されたストック・オプションの数は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による分割

後の株式数に換算して記載しております。

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 307

行使時平均株価　　　　　（円） 1,138

公正な評価単価（付与日）（円） －

（注）上記に記載された権利行使価格は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による権利行使価格の調

整を行っております。

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

(1) ストック・オプションの内容
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平成15年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

　  当社取締役　　　　 12名

　　当社監査役　　　　  4名

　  当社従業員　　　  359名

    当社子会社取締役　  1名

    当社子会社従業員　 35名 

ストック・オプション数 　　普通株式　996,000株

付与日 　　平成15年７月15日

権利確定条件     定めなし

対象勤務期間     定めなし

権利行使期間
    自　平成17年７月１日

   至　平成20年６月30日

（注）ストック・オプション数は株式数に換算して記載しております。

なお、上記に記載されたストック・オプション数は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による

分割後の株式数に換算して記載しております。

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成15年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　　（株）  

前連結会計年度末 34,000

権利確定 －

権利行使 20,000

失効 －

未行使残 14,000

（注）上記に記載されたストック・オプションの数は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による分割

後の株式数に換算して記載しております。

②　単価情報

 
平成15年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 307

行使時平均株価　　　　　（円） 1,000

公正な評価単価（付与日）（円） －

（注）上記に記載された権利行使価格は、平成18年４月１日付株式分割（株式１株につき２株）による権利行使価格の調

整を行っております。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

当連結会計年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 200,050

役員退職慰労引当金否認額 107,765

賞与引当金損金算入限度超過額 168,340

未払事業税否認額 82,390

研究開発費等自己否認額 127,378

その他 304,677

繰延税金資産計 990,603

繰延税金負債  

特別償却準備金認容額 △1,203

その他有価証券評価差額金 △186,860

その他 △89,957

繰延税金負債計 △278,020

繰延税金資産の純額 712,582

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 241,277

役員退職慰労引当金否認額 126,392

賞与引当金損金算入限度超過額 182,303

未払事業税否認額 52,039

研究開発費等自己否認額 143,543

その他 388,101

繰延税金資産小計 1,133,658

評価性引当額 △9,378

繰延税金資産合計 1,124,279

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △19,143

前払年金費用 △124,102

繰延税金負債合計 △143,246

繰延税金資産の純額 981,033

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

 （千円）

流動資産－繰延税金資産 283,023

固定資産－繰延税金資産 429,559

 （千円）

流動資産－繰延税金資産 289,118

固定資産－繰延税金資産 691,915

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 （％） 　

法定実効税率 40.7  

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.2  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  

持分法による投資損失 1.2  

その他 1.5  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.5  
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日）

当社及び連結子会社の事業はディスクロージャー関連事業並びにこれらに付帯する業務の単一事業であります。

従って、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日）

当社は、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日）

海外売上高がありませんので、該当事項はありません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平

成20年３月31日）

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 587.87円

１株当たり当期純利益金額　　 67.58円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 67.53円

１株当たり純資産額 592.28円

１株当たり当期純利益金額　　 46.35円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 46.33円

　当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。

 １株当たり純資産額                          544.67円

 １株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　   63.72円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　　 　63.40円　

 　

 　

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前連結会計年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益　　　　　　　　（千円） 2,621,165 1,771,505

普通株主に帰属しない金額　（千円） － －

普通株式に係る当期純利益　（千円） 2,621,165 1,771,505

期中平均株式数　　　　　　　（株） 38,785,503 38,220,323

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数　　　　　　　（株） 28,783 14,313

（うち新株予約権） (28,783) (14,313)
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （自己株式の取得）

当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得する

ことを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策の実施並びに株主への一層の利益還元を

目的として、自己株式を取得するものであります。

２．取得の内容  

(1) 取得する株式の種類 普通株式

(2) 取得する株式の総数 1,000,000株（上限）

(3) 株式取得価額の総額 1,000,000千円（上限）

(4) 自己株式取得の期間 平成20年５月14日から

平成20年11月28日まで

なお、平成20年５月14日から平成20年５月31日にかけ

て東京証券取引所において買受けた自己株式は、普通株

式223,800株、取得価額は172,959千円であります。
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⑤　【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 160,000 180,000 1.4 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 160,000 180,000 － －

（注）平均利率については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①　【貸借対照表】

  
前事業年度 

（平成19年３月31日）
当事業年度 

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１．現金及び預金   7,073,548   6,916,018  

２．受取手形 ※３  54,967   58,503  

３．売掛金   2,201,137   1,862,985  

４．有価証券   3,485,170   3,482,185  

５．原材料   11,773   14,165  

６．仕掛品   159,619   160,626  

７．貯蔵品   6,496   1,443  

８．前払費用   137,143   170,976  

９．未収入金   －   366,120  

10．繰延税金資産   218,769   207,958  

11．その他   50,709   16,790  

貸倒引当金   △5,160   △3,403  

流動資産合計   13,394,176 52.5  13,254,369 54.5

Ⅱ　固定資産        

１．有形固定資産        

(1) 建物  1,466,663   1,587,923   

減価償却累計額  824,581 642,081  854,111 733,811  

(2) 構築物  135,415   136,104   

減価償却累計額  92,245 43,170  98,869 37,234  

(3) 機械及び装置  1,546,555   1,448,881   

減価償却累計額  992,868 553,686  1,023,743 425,138  

(4) 車両運搬具  16,105   22,000   

減価償却累計額  11,011 5,093  16,451 5,548  

(5) 工具器具備品  584,550   675,233   

減価償却累計額  411,065 173,484  404,892 270,340  

(6) 土地 ※１  2,567,592   2,567,592  

有形固定資産合計   3,985,110 15.6  4,039,666 16.6

２．無形固定資産        

(1) ソフトウェア   33,578   340,744  

(2) 電話加入権   6,510   6,510  

無形固定資産合計   40,088 0.2  347,254 1.5
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前事業年度 

（平成19年３月31日）
当事業年度 

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   6,173,872   4,251,914  

(2) 関係会社株式   368,650   290,745  

(3) 出資金   330   330  

(4) 破産更生債権等   6,016   5,562  

(5) 長期前払費用   6,199   10,037  

(6) 繰延税金資産   368,128   602,271  

(7) 敷金及び保証金   652,148   788,666  

(8) 施設利用会員権   174,701   175,983  

(9) 長期性預金   200,000   200,000  

(10) 前払年金費用   －   304,920  

(11) その他   234,617   107,851  

貸倒引当金   △96,705   △75,829  

投資その他の資産合計   8,087,958 31.7  6,662,452 27.4

固定資産合計   12,113,157 47.5  11,049,373 45.5

資産合計   25,507,334 100.0  24,303,742 100.0

　 　       

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１．買掛金 ※２  700,777   636,789  

２．短期借入金   160,000   150,000  

３．未払金   329,067   281,520  

４．未払消費税等   75,773   30,668  

５．未払費用   218,893   258,441  

６．未払法人税等   966,506   458,033  

７．前受金   9,495   13,770  

８．預り金   114,688   100,539  

９．賞与引当金   287,000   305,093  

10．役員賞与引当金   50,000   50,000  

11．前受収益   7,000   7,119  

流動負債合計   2,919,203 11.5  2,291,976 9.4

Ⅱ　固定負債        

１．退職給付引当金   397,170   473,735  

２．役員退職慰労引当金   255,984   300,201  

３．その他   17,321   165,601  

固定負債合計   670,476 2.6  939,538 3.9

負債合計   3,589,679 14.1  3,231,514 13.3
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前事業年度 

（平成19年３月31日）
当事業年度 

（平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ　株主資本        

１．資本金   3,054,954 12.0  3,058,034 12.6

２．資本剰余金        

(1) 資本準備金  4,679,924   4,682,984   

資本剰余金合計   4,679,924 18.3  4,682,984 19.2

３．利益剰余金        

(1) 利益準備金  177,336   177,336   

(2) その他利益剰余金        

特別償却準備金  1,232   111   

別途積立金  11,200,000   12,800,000   

繰越利益剰余金  2,621,068   1,747,035   

利益剰余金合計   13,999,638 54.9  14,724,483 60.6

４．自己株式   △159,403 △0.6  △1,461,749 △6.0

株主資本合計   21,575,113 84.6  21,003,752 86.4

Ⅱ　評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金

  342,541 1.3  68,475 0.3

評価・換算差額等合計   342,541 1.3  68,475 0.3

純資産合計   21,917,654 85.9  21,072,227 86.7

負債純資産合計   25,507,334 100.0  24,303,742 100.0
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②　【損益計算書】

　 　
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   21,577,100 100.0  21,823,416 100.0

Ⅱ　売上原価 ※２       

１．当期製品製造原価 　  12,159,855 56.4  12,860,422 58.9

売上総利益   9,417,244 43.6  8,962,993 41.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※２       

１．荷造運搬費  44,861   42,409   

２．広告宣伝費  302,321   233,324   

３．貸倒引当金繰入額  129   493   

４．役員報酬  205,550   203,330   

５．給料手当  1,959,072   2,154,317   

６．賞与  322,409   267,540   

７．賞与引当金繰入額  174,704   181,358   

８．役員賞与引当金繰入額  50,000   50,000   

９．退職給付費用  80,795   64,998   

10．役員退職慰労引当金繰
入額

 43,050   44,216   

11．福利厚生費  542,343   549,021   

12．交際費  38,452   34,600   

13．旅費・通信費  186,596   194,723   

14．消耗品費  238,403   238,808   

15．減価償却費  36,666   73,946   

16．賃借料  399,114   471,794   

17．支払手数料  348,402   383,234   

18．研究開発費 ※１ 146,061   178,971   

19．その他  427,692 5,546,627 25.7 513,203 5,880,293 27.0

営業利益   3,870,617 17.9  3,082,700 14.1

Ⅳ　営業外収益        

１．受取利息  601   822   

２．有価証券利息  26,969   28,320   

３．受取配当金  38,049   50,431   

４．設備賃貸料 ※２ 111,724   108,334   

５．投資事業組合投資利益  85,747   －   

６．その他  38,225 301,317 1.4 39,174 227,083 1.0

Ⅴ　営業外費用        

１．支払利息  4,275   3,548   

２．設備賃貸費用  44,822   46,069   

３．固定資産処分損  2,369   4,013   

４．保険解約損  6,506   －   

５．投資事業組合投資損失 　 －   91,469   

６．その他  4,940 62,915 0.3 15,728 160,829 0.7

経常利益   4,109,019 19.0  3,148,955 14.4
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅵ　特別利益        

１．投資有価証券売却益  － － － 50,929 50,929 0.2

Ⅶ　特別損失        

１．施設利用会員権評価損  1,250   －   

２．事務所移転費用  2,589   251,226   

３．関係会社株式評価損  －   117,904   

４．投資有価証券評価損  －   4,406   

５．貸倒引当金繰入額  － 3,839 0.0 5,325 378,863 1.7

税引前当期純利益   4,105,179 19.0  2,821,021 12.9

法人税、住民税及び事業
税

 1,699,642   1,283,320   

法人税等調整額  9,285 1,708,927 7.9 △35,229 1,248,090 5.7

当期純利益   2,396,252 11.1  1,572,930 7.2
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,626,954 13.0 1,603,583 12.3

Ⅱ　労務費  2,210,949 17.8 2,372,989 18.1

Ⅲ　経費 ※２ 8,615,867 69.2 9,120,477 69.6

当期総製造費用  12,453,771 100.0 13,097,050 100.0

期首仕掛品棚卸高  221,441  159,619  

合計  12,675,213  13,256,670  

差引：会社分割に伴う仕
掛品払出高

　 34,152  －  

差引：他勘定振替高 ※３ 321,585  235,621  

差引：期末仕掛品棚卸高  159,619  160,626  

当期製品製造原価  12,159,855  12,860,422  

（脚注）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　１．原価計算の方法

実際個別原価計算を採用しております。

　１．原価計算の方法

同左

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。

科目 金額（千円）

外注加工費 7,673,984

賃借料 240,944

消耗品費 172,103

減価償却費 58,932

科目 金額（千円）

外注加工費 8,038,340

賃借料 253,937

消耗品費 155,720

減価償却費 160,173

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

科目 金額（千円）

広告宣伝費 209,342

消耗品費 108,858

福利厚生費 2,209

その他 1,175

計 321,585

　

科目 金額（千円）

広告宣伝費 174,002

消耗品費 58,195

福利厚生費 2,183

その他 1,239

計 235,621
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③　【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日
残高　　　 （千円）

3,052,490 4,677,476 4,677,476 177,336 11,669 10,000,000 2,278,254 12,467,260 △159,186 20,038,040

事業年度中の変動額           

新株の発行 2,464 2,448 2,448       4,912

特別償却準備金の
取崩（注）

    △5,218  5,218 －  －

特別償却準備金の
取崩

    △5,218  5,218 －  －

別途積立金の積立
（注）

     1,200,000 △1,200,000 －  －

剰余金の配当(注)       △387,486 △387,486  △387,486

剰余金の配当       △426,388 △426,388  △426,388

役員賞与（注）       △50,000 △50,000  △50,000

当期純利益       2,396,252 2,396,252  2,396,252

自己株式の取得         △216 △216

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

          

事業年度中の変動
額合計     （千円）

2,464 2,448 2,448 － △10,436 1,200,000 342,813 1,532,377 △216 1,537,072

平成19年３月31日
残高       （千円）

3,054,954 4,679,924 4,679,924 177,336 1,232 11,200,000 2,621,068 13,999,638 △159,403 21,575,113

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　 残
高　　 　（千円）

474,920 474,920 20,512,961

事業年度中の変動額    

新株の発行   4,912

特別償却準備金の
取崩（注）

  －

特別償却準備金の
取崩

  －

別途積立金の積立
（注）

  －

剰余金の配当(注)   △387,486

剰余金の配当   △426,388

役員賞与（注）   △50,000

当期純利益   2,396,252

自己株式の取得   △216

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

△132,379 △132,379 △132,379

事業年度中の変動額
合計        （千円）

△132,379 △132,379 1,404,693

平成19年３月31日  　
残高   　   （千円）

342,541 342,541 21,917,654

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日
残高　　　 （千円）

3,054,954 4,679,924 4,679,924 177,336 1,232 11,200,000 2,621,068 13,999,638 △159,403 21,575,113

事業年度中の変動額           

新株の発行 3,080 3,060 3,060       6,140

特別償却準備金の
取崩

    △1,121  1,121 －  －

別途積立金の積立      1,600,000 △1,600,000 －  －

剰余金の配当       △848,085 △848,085  △848,085

当期純利益       1,572,930 1,572,930  1,572,930

自己株式の取得         △1,302,346 △1,302,346

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

          

事業年度中の変動
額合計     （千円）

3,080 3,060 3,060 － △1,121 1,600,000 △874,033 724,844 △1,302,346 △571,361

平成20年３月31日
残高       （千円）

3,058,034 4,682,984 4,682,984 177,336 111 12,800,000 1,747,035 14,724,483 △1,461,749 21,003,752

 

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　 残
高　　 　（千円）

342,541 342,541 21,917,654

事業年度中の変動額    

新株の発行   6,140

特別償却準備金の
取崩

  －

別途積立金の積立   －

剰余金の配当   △848,085

当期純利益   1,572,930

自己株式の取得   △1,302,346

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額）

△274,065 △274,065 △274,065

事業年度中の変動額
合計        （千円）

△274,065 △274,065 △845,426

平成20年３月31日  　
残高   　   （千円）

68,475 68,475 21,072,227
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

 　　償却原価法（定額法）　

(1) 満期保有目的の債券

 　           同　　　　左

　 (2) 子会社株式及び関連会社株式

    移動平均法による原価法

(2) 子会社株式及び関連会社株式

 　           同　　　　左

　 (3) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

(3) その他有価証券

時価のあるもの

 　       同　　　　左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びこれ

に類する組合への出資（証券取引法第

２条第２項により有価証券とみなされ

るもの）については、組合契約に規定

される決算報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

移動平均法による原価法

　なお、投資事業有限責任組合及びこれ

に類する組合への出資（金融商品取引

法第２条第２項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に

規定される決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、持分相

当額を純額で取り込む方法によってお

ります。

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

原材料・貯蔵品……最終仕入原価法

仕掛品………………個別法による原価法

同　　　　左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備は除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物　　　　　　　　　　15～38年

　機械及び装置　　　　　　　　10年

(1) 有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備は除く）につ

いては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　建物　　　　　　　　　　15～38年

　機械及び装置　　　　　　　　10年

 (会計方針の変更）

  法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。これによる損益に与え

る影響額は軽微であります。

（追加情報）

  法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。これによる損益に与える影響

額は軽微であります。

 

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

72/94



項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 (2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法

(2) 無形固定資産

同　　　　左

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同　　　　左

　 (2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、翌期

賞与支給見込額のうち当期に帰属する部

分の金額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同　　　　左

　 (3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年

度における支給見込額に基づき計上して

おります。

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ50,000千円

減少しております。

(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業　　

年度における支給見込額に基づき計上し

ております。

　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業

年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、５年による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理することとし

ております。

(4) 退職給付引当金

　　　　　 同　　　　左

　 (5) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、

役員退職慰労金支給内規に基づく期末要

支給見込額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

同　　　　左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

同　　　　左
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項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについて特例処理を行っ

ております。

──────

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　…　金利スワップ

ヘッジ対象　…　借入金

　

 (3) ヘッジ方針

　金利リスク低減のため対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

　

 (4) ヘッジ有効性評価の方法

　特例処理によっている金利スワップで

あるため、有効性の評価は省略しており

ます。

　

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1) 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1) 消費税等の会計処理

同　　　　左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

  当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は21,917,654千

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規

則により作成しております。

 ────── 

（企業結合に係る会計基準等）

  当事業年度より、「事業分離等に関する会計基準」（企

業会計基準第７号　平成17年12月27日）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第10号　平成17年12月27日）を適用し

ております。

 ────── 

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

 ────── （貸借対照表）

１．前事業年度において、流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました「未収入金」は、資産の総額の100分

の１を超えたため、当事業年度より区分掲記しました。

　なお、前事業年度末の「未収入金」は20,825千円であり

ます。

２．前事業年度において、投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「前払年金費用」は、資産

の総額の100分の１を超えたため、当事業年度より区分掲

記しました。

　なお、前事業年度末の「前払年金費用」は221,021千円

であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１．国庫補助金等の受入れにより、土地の取得価額から

控除している圧縮記帳額は105,760千円であります。

※１．　 　　　　　　 同　　　　左 

※２．関係会社に対する負債には次のものが含まれてお

ります。

買掛金   283,984千円

※２．関係会社に対する負債には次のものが含まれてお

ります。

買掛金 282,540千円

※３．期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理をしております。なお、当期末日が

金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が

期末残高に含まれております。

受取手形     5,620千円

※３．　 　　　　　　 ────── 

         

（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１．研究開発費の総額　

一般管理費に含まれる研究開発費

146,061千円

※１．研究開発費の総額　

一般管理費に含まれる研究開発費

178,971千円

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上原価　  　　   　　      3,913,910千円

販売費及び一般管理費           300,573

設備賃貸料　　　　　　　　　　 105,263　　　　　　　　　　　

※２．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

売上原価　    　　   　　    4,187,355千円

販売費及び一般管理費           310,286

設備賃貸料　　　　　　　　　　 102,312　　　　　　　　　　　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
　株式数（株）

当事業年度減少
　株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式　（注） 269,516 269,715 － 539,231

合計 269,516 269,715 － 539,231

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加269,715株は、平成18年４月１日付の株式分割による増加269,516株及び単元未

満株式の買取りによる増加199株であります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当事業年度増加
　株式数（株）

当事業年度減少
　株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

自己株式     

普通株式　（注） 539,231 1,400,413 － 1,939,644

合計 539,231 1,400,413 － 1,939,644

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,400,413株は、会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株

式の取得による増加1,400,000株及び単元未満株式の買取りによる増加413株であります。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 256,868 182,120 74,748

工具器具備品 19,209 15,811 3,398

合計 276,078 197,931 78,146

　
取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 156,259 74,364 81,895

工具器具備品 21,461 13,468 7,992

合計 177,721 87,832 89,888

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　同　　　左

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内       32,627千円

１年超             45,518

合計              78,146

１年内       32,494千円

１年超             57,393

合計              89,888

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。

（注）　　　　　　　　同　　　左

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 (3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料      75,763千円

減価償却費相当額            75,763

支払リース料      40,258千円

減価償却費相当額            40,258

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　同　　　左

２．オペレーティング・リース取引

　　  未経過リース料

２．オペレーティング・リース取引

　　  未経過リース料

１年内       42,285千円

１年超            116,285

合計             158,571

１年内      769,139千円

１年超 2,799,698

合計 3,568,837

（有価証券関係）

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至平成20年３月31

日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 161,647

役員退職慰労引当金否認額 104,185

賞与引当金損金算入限度超過額 116,809

未払事業税否認額 76,402

研究開発費等自己否認額 120,807

投資有価証券評価損否認額 70,632

その他 213,980

繰延税金資産計 864,465

繰延税金負債  

特別償却準備金認容額 △751

その他有価証券評価差額金 △186,860

その他 △89,955

繰延税金負債計 △277,567

繰延税金資産の純額 586,897

繰延税金資産 （千円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 192,809

役員退職慰労引当金否認額 122,181

賞与引当金損金算入限度超過額 124,172

未払事業税否認額 39,324

研究開発費等自己否認額 125,051

投資有価証券評価損否認額 62,097

その他 335,823

繰延税金資産小計 1,001,462

評価性引当額 △47,987

繰延税金資産合計 953,475

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △19,143

前払年金費用 △124,102

繰延税金負債合計 △143,246

繰延税金資産の純額 810,229

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め、記載を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 （％） 　

法定実効税率 40.7  

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  

関係会社株式評価損 1.7  

その他 0.6  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2  
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 565.41円

１株当たり当期純利益金額　　 61.78円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 61.74円

１株当たり純資産額 563.67円

１株当たり当期純利益金額　　 41.15円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 41.14円

　当社は、平成18年４月１日付で株式１株につき２株の株式

分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報については、以下のと

おりとなります。

 １株当たり純資産額                          528.10円

 １株当たり当期純利益金額　　　　　　　　　   56.53円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　　 　56.24円　

 　

 　

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

項目
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益　　　　　　　　（千円） 2,396,252 1,572,930

普通株主に帰属しない金額　（千円） － －

普通株式に係る当期純利益　（千円） 2,396,252 1,572,930

期中平均株式数　　　　　　　（株） 38,785,503 38,220,323

　   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

普通株式増加数　　　　　　　（株） 28,783 14,313

（うち新株予約権） (28,783) (14,313)

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

80/94



（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

────── （自己株式の取得）

当社は、平成20年４月30日開催の取締役会において、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条第１項の規定に基づき、自己株式を取得する

ことを決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上及び経営環境の変化に対応した機動

的な資本政策の実施並びに株主への一層の利益還元を

目的として、自己株式を取得するものであります。

２．取得の内容  

(1) 取得する株式の種類 普通株式

(2) 取得する株式の総数 1,000,000株（上限）

(3) 株式取得価額の総額 1,000,000千円（上限）

(4) 自己株式取得の期間 平成20年５月14日から

平成20年11月28日まで

なお、平成20年５月14日から平成20年５月31日にかけ

て東京証券取引所において買受けた自己株式は、普通株

式223,800株、取得価額は172,959千円であります。
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④　【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　 　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券

㈱デジタルガレージ 1,471 286,845

㈱紀文食品 230,000 188,540

松竹㈱ 228,000 140,220

㈱みずほフィナンシャルグループ

（第11回第11種優先株式）
100 100,000

㈱共立メンテナンス 52,600 93,522

㈱キッツ 156,247 92,341

東京美装興業㈱ 127,000 85,090

協和発酵工業㈱ 71,118 67,704

東海旅客鉄道㈱ 50 51,500

岩塚製菓㈱ 22,000 43,802

㈱エーティーエルシステムズ 360 37,800

その他（52銘柄） 248,825 194,275

小計 1,137,771 1,381,641

計 1,137,771 1,381,641

【債券】

　 　 銘柄
券面総額
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
満期保有目的

の債券

分離元本振替国庫債券（５年）第27回 1,000,000 998,733

利付国庫債券（５年）第27回 500,000 499,607

 小計 1,500,000 1,498,341

 投資有価証券
満期保有目的

の債券

マルチコーラブル・スワップレート連動債 200,000 200,000

小計 200,000 200,000

計 1,700,000 1,698,341

【その他】

　 　 種類及び銘柄 　投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券
その他

有価証券

野村マネー・マネージメント・ファンド 1,184,241,801 1,184,241

ダイワマネー・マネージメント・ファンド 423,519,843 423,519

新光マネー・マネージメント・ファンド 233,569,531 233,569

国際マネー・マネージメント・ファンド 82,018,303 82,018

ＤＫＡマネー・マネージメント・ファンド 60,494,245 60,494

小計 1,983,843,723 1,983,843
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　 　 種類及び銘柄 　投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券
その他

有価証券

（証券投資信託受益証券）   

ダイワ・グローバル債券ファンド（毎月分

配型）
460,463,079 449,642

公社債投信（９月号） 100,000,000 100,420

公社債投信（12月号） 100,000,000 100,210

三菱ＵＦＪスタイルセレクトバリューファ

ンド/変革
50,000,000 46,760

その他（８銘柄） 104,006,927 84,322

（投資事業組合出資）   

ＮＩＦＳＭＢＣ－Ｖ2006Ｓ２投資事業有限

責任組合
3 284,593

ジャフコＶ２－Ｃ号投資事業有限責任組合 3 266,667

ジャフコ・スーパーＶ３－Ａ号投資事業有

限責任組合
2 197,842

アント・リード２号投資事業有限責任組合 2 116,192

ＮＶＣＣ６号投資事業有限責任組合 1 95,977

カタライザーＢ３号投資事業有限責任組合 2 92,523

ジャパン・スプレッド・パートナーズⅡ投

資事業有限責任組合
20 89,265

ＳＢＩブロードバンドファンド１号投資事

業有限責任組合
1 87,127

ＳＢＩバイオ・ライフサイエンス投資事業

有限責任組合
1 85,851

ＪＡＩＣ－ＩＦ３号投資事業有限責任組合 1 78,455

ＳＢＩ Ｖａｌｕｅ　ＵＰ　Ｆｕｎｄ１号投

資事業有限責任組合
1 69,401

ＳＢＩビービー・モバイル投資事業有限責

任組合
1 66,284

ＳＢＩライフサイエンス・テクノロジー投

資事業有限責任組合
1 45,507

ＴＩＣＣ大学連携投資事業有限責任組合 100 39,208

投資事業組合「ＮＩＦニューテクノロジー

ファンド2000／２号」
2 35,584

その他（22銘柄） 129 238,433

小計 814,470,276 2,670,272

計 2,798,313,999 4,654,116

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

83/94



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引
当期末残高
（千円）

有形固定資産        

建物 1,466,663 162,418 41,158 1,587,923 854,111 53,395 733,811

構築物 135,415 688 － 136,104 98,869 6,624 37,234

機械及び装置 1,546,555 14,310 111,985 1,448,881 1,023,743 134,065 425,138

車両運搬具 16,105 5,895 － 22,000 16,451 5,440 5,548

工具器具備品 584,550 200,377 109,694 675,233 404,892 80,664 270,340

土地 2,567,592 － － 2,567,592 － － 2,567,592

有形固定資産計 6,316,883 383,690 262,838 6,437,735 2,398,069 280,189 4,039,666

無形固定資産        

ソフトウェア 44,280 321,578 － 365,858 25,114 14,412 340,744

電話加入権 6,510 － － 6,510 － － 6,510

無形固定資産計 50,791 321,578 － 372,369 25,114 14,412 347,254

長期前払費用 13,747 9,515 7,820 15,442 5,404 5,677 10,037

繰延資産        

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

（注）ソフトウェアの主な増加は、開示実務支援システム「ＰＲＯＮＥＸＵＳ　ＷＯＲＫＳ」288,238千円であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 101,866 10,978 28,450 5,160 79,233

賞与引当金 287,000 305,093 287,000 － 305,093

役員賞与引当金 50,000 50,000 50,000 － 50,000

役員退職慰労引当金 255,984 44,216 － － 300,201

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

84/94



(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 3,542

預金の種類  

当座預金 5,418,003

普通預金 1,487,447

別段預金 7,024

小計 6,912,475

合計 6,916,018

２）受取手形

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱トッパン プロスプリント 36,849

㈱東陽テクニカ 2,399

オリエンタル白石㈱ 1,962

田中精密工業㈱ 1,758

㈱マースエンジニアリング 1,640

その他 13,894

合計 58,503

（ロ）期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成20年４月 39,323

５月 9,749

６月 7,513

７月 1,497

８月 420

合計 58,503

３）売掛金

（イ）相手先別内訳

相手先 金額（千円）

フィデリティ投信㈱ 55,493

ＨＳＢＣ投信㈱ 52,790

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント㈱ 44,986

ＭＩＤ都市開発㈱ 29,569

三菱ＵＦＪ投信㈱ 27,349

その他 1,652,796
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相手先 金額（千円）

合計 1,862,985

（ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
366

2,201,137 22,913,230 23,251,382 1,862,985 92.6 32

（注）当期発生髙には消費税等が含まれております。

４）原材料

品目 金額（千円）

用紙 8,424

ＰＳ版 4,458

フィルム 589

インキ 693

合計 14,165

５）仕掛品

品目 金額（千円）

会社法関連 28,837

金融商品取引法関連 105,867

ＩＲ等 24,611

有価証券印刷 1,309

合計 160,626

６）貯蔵品

品目 金額（千円）

製造用消耗品等 1,443

合計 1,443

②　負債の部

１）買掛金

相手先 金額（千円）

㈱エーツーメディア 136,395

㈱アスプコミュニケーションズ 77,973

共同印刷㈱ 55,050

㈱セキュリティー・ロジスティックス 37,964

京橋紙業㈱ 27,965

EDINET提出書類

株式会社プロネクサス(E00716)

有価証券報告書

86/94



相手先 金額（千円）

その他 301,439

合計 636,789

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

株券の種類 100株券　1,000株券　10,000株券

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

株券喪失登録に伴う手数料
１．喪失登録　　　　　１件につき10,000円

２．喪失登録株券　　　１枚につき   500円

単元未満株式の買取り  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

野村證券株式会社　全国本支店

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告によりおこなう。ただし、電子公告によることができない事故その他

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載しておこなう。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.pronexus.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応じ

     て募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。　　 
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第63期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）平成19年６月22日関東財務局長に提出

(2) 半期報告書

（第64期中）（自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日）平成19年12月７日関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書

平成20年４月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨

時報告書であります。

(4) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成19年８月１日　至　平成19年８月31日）平成19年９月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年９月１日　至　平成19年９月30日）平成19年10月３日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年10月１日　至　平成19年10月31日）平成19年11月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年11月１日　至　平成19年11月30日）平成19年12月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成19年12月１日　至　平成19年12月31日）平成20年１月８日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年１月１日　至　平成20年１月31日）平成20年２月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年２月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年３月31日）平成20年５月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年４月30日）平成20年５月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成20年５月１日　至　平成20年５月31日）平成20年６月４日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　 　 　 平成１９年６月２１日

株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス　　

　 取 締 役 会　　　　　　　 御 中
　 　

　 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　堤　 　　　 佳　 史　　　 印

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　林　 　　　 敬　 子　　　 印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロネクサス（旧会社名　亜細亜証券印刷株式会社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロネクサス（旧会社名　亜細亜証券印刷株式会社）及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 　 平成２０年６月１０日

株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス　　

　 取 締 役 会　　　　　　　 御 中
　 　

　 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　津　 田　　 良　 洋　　　 印

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　林　 　　　 敬　 子　　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プロネクサスの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

プロネクサス及び連結子会社の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 　 平成１９年６月２１日

株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス　　

　 取 締 役 会　　　　　　　 御 中
　 　

　 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　堤　 　　　 佳　 史　　　 印

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　林　 　　　 敬　 子　　　 印

　当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社プロネクサス（旧会社名　亜細亜証券印刷株式会社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第６３期

事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ネクサス（旧会社名　亜細亜証券印刷株式会社）の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　 　 　 平成２０年６月１０日

株 式 会 社 プ ロ ネ ク サ ス　　

　 取 締 役 会　　　　　　　 御 中
　 　

　 監 査 法 人 ト ー マ ツ 　

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　津　 田　　 良　 洋　　　 印

　
指定社員

業務執行社員
　
公認会計士

　
　林　 　　　 敬　 子　　　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プロネクサスの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６４期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プロ

ネクサスの平成２０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。
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